
（平成２２年５月２６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 23 件

国民年金関係 8 件

厚生年金関係 15 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 29 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 23 件

年金記録確認北海道地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



北海道国民年金 事案 1552 

 

第１  委員会の結論 

申立人の昭和 41年４月から 42年２月までの期間及び 48年 12月から 49年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められる

ことから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年４月から 42年２月まで 

             ② 昭和 48年 12月から 49年３月まで 

私は、昭和 41 年３月に会社を退職後、翌年の春まで病気のため入院及び

自宅療養をしていたが、申立期間①の国民年金保険料は、Ａ市のＢ連絡所で

印紙検認方式により納付していた。 

昭和 47 年３月から勤務していた会社は、冬期間仕事が無く、季節雇用の

形態であったので、退職期間のうち、申立期間②の国民年金保険料も納付し

ていた。申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、周辺番号の被保険者加入状況調査等によ

り、昭和 42 年３月ごろ払い出されたものと推認でき、その時点では、申立期

間①の国民年金保険料を現年度納付することが可能である。 

また、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたと主張するＢ連

絡所は、Ｃ出張所として昭和 47年３月末日まで存在しており、当該出張所は、

申立期間①当時、保険料の収納業務を行っていたことも確認できる上、申立人

は、印紙検認方式で当該期間の保険料を納付していたと述べていることから、

申立期間①の保険料納付に係る申立内容は具体的であり、不自然な点は見当た

らない。 

さらに、申立人は、昭和 48年 11月まで勤務していた会社で、社会保険に係

る業務に携わっていたと述べていることから、退職後、申立期間②を含む期間

において、厚生年金から国民年金への切替手続を適切に行ったものと推認され、

その時点では、当該期間は現年度納付が可能であり、申立人が納付したと主張



する金額は、申立期間②の国民年金保険料額とおおむね一致する。 

加えて、申立期間②直後の昭和 49 年４月から同年６月までの国民年金保険

料は、現年度納付されていることから、申立期間②のみ、保険料を納付してい

なかったとは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 1553 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 40年４月から 41年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年２月から 41年３月まで 

私は、申立期間当時は母親や姉たちと同居し、家業のＡ業の手伝いをして

いた。 

私の国民年金の加入手続と申立期間の保険料の納付は、母親が行ってくれ

ていたと母親自身から聞いており、姉の保険料も母親が納めていた。 

姉は 20 歳から納付済期間となっているのに、私だけ申立期間の国民年金

保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人の特殊台帳（マイクロフィルム）

に記載された日付により昭和 40年 10月に払い出されたものと認められ、その

時点で、申立期間の国民年金保険料を現年度納付及び過年度納付することが可

能である。 

   また、申立人を含め、申立人の前後の国民年金手帳記号番号が大量に他の被

保険者の同手帳記号番号と重複して払い出され、その後に訂正されたものと確

認できることから、行政の記録管理が適切に行われていなかった状況がうかが

える。 

   さらに、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の被保険者のうち、申立人と

同じＢ町に居住し、同手帳記号番号が払い出された時点で被保険者資格を過年

度まで 遡
さかのぼ

って取得している者の国民年金保険料の納付状況を確認したとこ

ろ、払出時点で現年度納付となる昭和 40年４月から 41年３月までの保険料は

全員が納付済期間となっているのにもかかわらず、申立人のみが未納とされて

いるのは不自然である。 



   しかしながら、申立期間の国民年金保険料は、申立人の母親が納税組合を通

じて納付していたと申立人が述べているが、納税組合では過年度の保険料の収

納を行っていなかったことが確認できることから、申立期間のうち、過年度保

険料に該当する昭和 40 年２月及び同年３月の保険料が納付されていたものと

は考え難い。 

   また、申立人の母親が昭和 40 年２月及び同年３月の国民年金保険料を納付

していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期

間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和40年４月から41年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 



北海道国民年金 事案 1554 

 

第１ 委員会の結論                              

   申立人は、申立期間のうち、昭和 56 年１月から同年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

    

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： ① 昭和 39年 10月から 53年３月まで 

            ② 昭和 56年１月から同年３月まで 

   申立期間の国民年金については、昭和 45年９月ごろ、私自身がＡ市Ｂ区

役所の窓口に行き、国民健康保険と一緒に加入手続を行った。 

   昭和 39年 10月から 45年８月までの国民年金保険料については、記憶は

定かでないが、53 年ごろに母の年金の関係でＢ区役所に電話した際に、私

の年金のことを聞いたところ、払っていない部分についても全部納付する

ことができると聞いたので、Ｂ区役所の窓口で手続して、その期間の国民

年金保険料を一括で納付したと記憶しているが、特例納付できるというこ

とを聞いた記憶が無く、一括納付した金額も憶えていない。また、45 年９

月から 53年３月までの国民年保険料については、国民健康保険料と一緒に

４期ごとに金融機関の窓口で納付したと記憶している。 

   昭和 56年１月から同年３月までの国民年金保険料については、Ｃ銀行Ｂ

支店（現在は、Ｄ銀行Ｂ支店）の窓口でまとめて納付したと記憶している。 

   申立期間の国民年金保険料が未納とされていることは納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②は、３か月と短期間である上、申立人は、申立期間以外の国民年

金加入期間に係る保険料をすべて納付しており、かつ、60歳から 65歳まで国

民年金に任意加入し、定額保険料に加え付加保険料も納付していることから、

申立人の保険料納付意識は高かったものと認められる。 

また、申立期間②は、Ａ市の国民年金被保険者名簿及び特殊台帳（マイクロ

フィルム）により、当該期間の前後の国民年金保険料が、いずれも現年度納付



されていることが確認できることから、当該期間の保険料を納付していたと考

えても不自然ではない。 

   しかしながら、申立期間①については、申立人は、「昭和 45年９月ごろ、私

自身がＡ市Ｂ区役所の窓口に行き、加入手続を行った。」と述べているが、申

立人の国民年金手帳記号番号が払い出された時期については、国民年金手帳記

号番号払出簿及び周辺被保険者の状況調査により、昭和 54年 10月ごろと確認

できることから、申立人の述べている内容と一致しない上、当該期間において、

申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらな

い。 

   また、申立期間①のうち、ⅰ）昭和 39年 10月から 45年８月までの国民年

金保険料について、申立人は、「昭和 53 年ごろ、Ｂ区役所の窓口で手続して、

一括して納付した。」と述べているが、申立人の国民年金手帳記号番号が払い

出された時期は、第３回特例納付の期間（昭和 53年７月から 55年６月まで）

であり、当該期間の保険料を納付することができた期間であるが、このことに

ついて、申立人は、「Ｂ区役所の窓口で、特例納付できると言うことを聞いた

記憶が無く、一括納付した金額も覚えていない。」と述べていること、ⅱ）45

年９月から 53年３月までの保険料について、申立人は、「国民健康保険料と一

緒に、４期ごとに金融機関の窓口で納付した。」と述べているが、申立人の国

民年金手帳記号番号が払い出された時点では、当該期間の保険料の大半は、時

効により納付することができない期間であることから、申立内容は不自然であ

る。 

   さらに、申立人が、申立期間①の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料が納付された

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 56 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 



北海道国民年金 事案 1555 

 

第１ 委員会の結論                              

   申立人は、申立期間のうち、平成８年４月から同年６月までの国民年金保険

料については、免除されていたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

   

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： ① 平成５年７月から７年３月まで 

            ② 平成８年４月から同年６月まで 

    20歳になった平成５年＊月から 10年３月までの期間について、当時学生

であった私は、親からの教示を受けたことなどをきっかけに、居住していた

Ａ市の市役所において、国民年金の免除申請手続を行っていた。 

    免除申請手続の際に、同市役所の担当者から、国民年金保険料に未納があ

ることを聞き、その担当者と数回にわたるやりとりで、修正や追加の書類を

提出し、未納期間もすべて免除期間になったと認識していた。 

    申立期間について、国民年金保険料の未納期間とされていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、同手帳記号番号の前後のオンライン記録

から平成７年５月ごろにＡ市において払い出されたものと推定されることか

ら、申立人は、このころに国民年金加入手続を行ったものと推認でき、申立期

間①に係る別の国民年金手帳記号番号は存在しないことから、申立期間①は、

国民年金の未加入期間であり、免除申請手続を行うことはできない。 

また、申立人が申立期間の国民年金保険料に係る免除申請手続を行ったこ

とを示す関連資料は無い上、ほかに当該期間の保険料が免除されたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   一方、申立期間②について、オンライン記録における当該期間の免除申請年

月日は平成８年８月 30 日とされているが、申立人は「免除申請手続の際、Ａ



市役所の窓口担当者から国民年金保険料に未納があることを聞き、その担当者

と数回にわたるやりとりで修正や追加の書類を提出し、未納期間もすべて免除

期間になったと認識していた。」としているところ、申立人が当時居住してい

たＡ市では、「国民年金保険料の免除は、免除申請手続を行った月の前月から

認められるのが原則であるが、時期は定かではないが、前月より以前のその年

度の範囲内まで遡っ
さかのぼ

て認められたこともあった。」としている上、当該期間の

前後の期間は年度単位で免除期間とされていることから、当該期間のみ免除申

請せずに未納とすることは考え難い。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平

成８年４月から同年６月までの国民年金保険料については、免除されていたも

のと認められる。 



北海道国民年金 事案 1556 

 

第１ 委員会の結論                              

   申立人の昭和 46年７月から 47年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

    

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和 46年７月から 47年３月まで 

    昭和 42 年９月、私の夫が自身の厚生年金保険から国民年金への切替手続

と同時に私の国民年金への加入手続をＡ市役所で行ってくれ、保険料もすべ

て夫が自分の保険料と一緒に納付してくれていた。加入当初は収入が不安定

で、納付期限を過ぎてから納付したこともあったが、46 年ごろから収入も

安定し始め、私が 60 歳になるまで継続して保険料を納付してくれており未

納期間があるはずがない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は９か月と短期間の１回のみであり、申立人は、申立期間を除く国

民年金加入期間について保険料をすべて納付している。 

   また、申立人の国民年金保険料をすべて納付してきたとされる申立人の夫は、

国民年金加入当初は収入が不安定で納付期限までに納付できないこともあっ

たが、申立期間である昭和 46年ごろから収入も安定し 60歳まで継続して保険

料を納付してきたと述べているところ、特殊台帳（マイクロフィルム）により、

加入当初の 42年９月から 44年３月までの保険料を 45年２月 20日に一括納付

していることが確認できるほか、特殊台帳の記載から、申立期間を除く 46 年

度以降の保険料を現年度納付していることが確認できることから、その夫の証

言には信憑性
しんぴょうせい

があり、申立期間当時に保険料の納付を行うことが困難な状況

にあったと推認される事情も見られない。 

   さらに、特殊台帳により、申立人と申立人の夫の国民年金保険料の納付状況

が全く同様であることが確認できるところ、昭和 44年 10月から 45年３月ま

での申立人夫婦の国民年金保険料について、特殊台帳では共に過年度納付して



いることが記録されているが、Ａ市の国民年金被保険者過年度納付記録簿では、

申立人の保険料が納付済みとされている一方で、その夫の当該保険料が未納と

され、後に納付記録が訂正されているなど行政側の記録管理が適切に行われて

いなかった状況が見られる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 1557 

 

第１ 委員会の結論                              

   申立人の昭和 46年７月から 47年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

    

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和 46年７月から 47年３月まで 

    私は、昭和 42年９月、それまで勤務していた会社を退職したことに伴い、

自分の厚生年金保険から国民年金への切替手続と妻の国民年金への加入手

続を行った。加入当初は収入が不安定で納付期限までに納付できないことも

あったが、46 年ごろから収入も安定し始め、60 歳まで継続して国民年金保

険料を納付した。 

その後、ねんきん特別便で 15 か月が未納期間とされていることを知り、

国民年金保険料納付記録の照会申出書を社会保険事務所（当時）に提出した

ところ、当初６か月が未納とされていた昭和 44年４月から 45年３月までの

保険料について、全期間納付されていたことが判明し、記録を訂正した旨の

回答があった。 

申立期間については、社会保険事務所で確認した特殊台帳の写しの月別納

付記録欄に、「○納」の表示が無いため納付が認められないと同事務所で言わ

れたが、同欄に「○納」表示が無いにもかかわらず納付済みになっている期間

があるなど、記録そのものが信用できず、申立期間の９か月のみが未納期間

とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は９か月と短期間の１回のみであり、申立人は、申立期間を除く国

民年金加入期間について保険料をすべて納付している。 

   また、申立人は、国民年金への加入当初は収入が不安定で本来の納付期限ま

でに保険料を納付できないこともあったが、申立期間である昭和 46 年ごろか

ら収入も安定し 60 歳まで継続して納付してきたと述べているところ、加入当



初の 42年９月から 44年９月までの保険料を、45年２月 20日にＡ銀行Ｂ支店

で一括納付していることが、申立人が保管していた領収書から確認できるほか、

申立人の特殊台帳（マイクロフィルム）により、申立期間を除く昭和 46 年度

以降の保険料を現年度納付していることが確認できることから、申立人の証言

には信憑性
しんぴょうせい

があり、申立期間当時に保険料の納付を行うことが困難な状況に

あったと推認される事情も見られない。 

   さらに、特殊台帳により、申立人と申立人の妻の国民年金保険料の納付状況

が全く同様であることが確認できるところ、昭和 44年 10月から 45年３月ま

での申立人夫婦の保険料について、特殊台帳では共に過年度納付していること

が記録されているが、Ａ市の国民年金被保険者過年度納付記録簿では、その妻

の保険料が納付済みとされている一方で、申立人の当該保険料が未納とされ、

後に納付記録が訂正されているなど行政側の記録管理が適切に行われていな

かった状況が見られる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 1558 

 

第１  委員会の結論 

申立人の昭和 46年４月から 47年３月までの期間及び 62年４月から同年６

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められるこ

とから、納付記録を訂正することが必要である。 

   

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46年４月から 47年３月まで 

             ② 昭和 62年４月から同年６月まで 

  私は、昭和 36年４月にＡ町で国民年金に加入し、39年５月の婚姻後は任

意加入して国民年金保険料を継続して納付してきた。 

  国民年金保険料の納付が遅れて未納になったことや後からさかのぼって

納付したこともあったが、申立期間については、銀行で保険料を納付した記

憶があり、未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間は合わせて 15 か月と比較的短期間であり、申立人は、申立期間①

及び②の前後の期間の国民年金保険料をすべて納付している。 

 また、申立期間①当時、申立人が居住していたＢ市の国民年金被保険者台帳

及び特殊台帳（マイクロフィルム）によると、申立期間①の直前の昭和 45 年

11月から 46年３月までの国民年金保険料を 46年 11月８日に過年度納付した

ことが確認できる上、申立人は当該期間直後の 47 年４月から６月までの保険

料を同年６月に現年度納付している領収証を所持していることからみて、申立

人が申立期間①の保険料を納付しなかったものとは考え難い。 

さらに、申立期間②について、申立人は申立人の夫の国民年金保険料も申立

人自身が一緒に納付していたとしており、その当時、申立人の生活状況に大き

な変化は見られず、当該期間の保険料納付が困難な状況にあったことをうかが

わせる事情も見当たらないことから、申立人の夫の保険料が納付済みで、申立



人のみが未納とされているのは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 1559 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43年８月から同年 12月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

   

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年８月から同年 12月まで 

私の申立期間の国民年金保険料は、父が納付していたと父から聞いていた。

父はＡ業者で、国民年金保険料は納付しなければならないものと考えていた

人であり、私の保険料を未納にしておくはずがない。 

また、私がＢ町（現在は、Ｃ町）役場から入手した国民年金被保険者名簿

では、申立期間はすべて納付済みとなっていることから、父から聞いた話に

間違いは無いと思っているので、申立期間の保険料が未納とされていること

に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立人は、昭和 40年＊月から平成 17年１月までの国民年金加入期間につい

て、申立期間を除き国民年金保険料をすべて納付している上、申立期間は５か

月と短期間である。 

また、申立人の国民年金保険料を納付していたとされる申立人の父（昭和

63年死亡）及び母は、国民年金制度が発足した昭和 36年４月以降、申立期間

を含めて国民年金加入期間の保険料をすべて納付しているなど、申立人の両親

の保険料納付意識は高かったものと考えられる。 

さらに、特殊台帳（マイクロフィルム）によると、昭和 49 年度までの納付

記録が管理されている台帳では、申立期間を除く昭和 40年２月から 44年３月

までの各月欄に「46.4.8」の日付印が押されていることから、当該期間の国民

年金保険料が第１回特例納付期間中の 46 年４月８日に納付されていることが

確認できるが、同台帳の「備考」欄には、「40 年２月から 43 年３月まで（附

13 条）46.4.8」の記載があり、台帳上の納付記録が一致していないこと、加

えて、50 年度以降の納付記録も管理されている台帳では、申立期間を含めて



40年度から 45年度までの保険料が納付済みとなっているとともに、Ｂ町の国

民年金被保険者名簿においても、申立人の申立期間の保険料は納付済みとなっ

ていることから、申立人の保険料納付に係る記録管理が適切に行われていなか

った状況がみられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



北海道厚生年金 事案 1990 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資

格取得日に係る記録を昭和 54 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を９万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54年４月１日から同年６月 23日まで 

昭和 50 年 10 月１日にＢ事業所に入所した後、54 年４月１日に同じ事業

主が経営するＡ社に配属され、55年７月 31日まで継続して勤務した。 

しかし、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間について年金記録が確認で

きない。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録及び複数の同僚の供述から判断すると、申立人が申

立期間にＡ社に勤務していたことが確認できる。 

また、申立人が申立期間当時の同僚として名前を挙げた６人は、オンライン

記録によると、申立人と同様、申立期間について厚生年金保険の被保険者記録

が確認できないが、当該６人に対し照会したところ、回答があった５人全員が、

「昭和 54 年４月１日付けで、申立人を含めＢ事業所で勤務していた女性７人

全員が同事業主の経営するＡ社に異動した。異動後の業務内容や給与額及び社

会保険の取扱いも変わらなかった。」と供述しており、これは申立人の供述と

符合している。 

さらに、オンライン記録によると、当該事業所は、平成３年９月２日に厚生

年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、当時の事業主は、「当時の関

係書類を廃棄しており、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況につい



ては分からない。」と供述しているが、前述の同僚の一人（昭和 54 年６月 23

日厚生年金保険被保険者資格取得、59 年８月１日同資格喪失）から提出され

た当該事業所に係る昭和 54 年４月、同年５月及び同年６月の給与明細書によ

り、当該同僚は申立期間において、Ｂ事業所の同年３月の標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料と同額の保険料が控除されていることが確認できる。 

これらのことを総合的に判断すると、申立人が申立期間において、厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、同僚の給与明細書における厚

生年金保険料控除額、申立人並びに同僚のＢ事業所及び当該事業所に係るオン

ライン記録の標準報酬月額の推移から、９万 2,000円とすることが妥当である。 

一方、オンライン記録によると、当該事業所は、昭和 54 年６月 23 日に厚

生年金保険の適用事業所となっており、申立期間において適用事業所としての

記録は無いが、閉鎖登記簿謄本によれば、申立期間当時から法人事業所である

ことが確認でき、また、雇用保険の被保険者記録等から常時５人以上の従業員

が勤務していたことが確認できることから、当時の厚生年金保険法に定める適

用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

 なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は当時の資料が保存されておらず不明としているが、事

業主は、申立期間において厚生年金保険の適用事業所の要件を満たしておりな

がら、社会保険事務所（当時）に適用の届出を行っていなかったと認められる

ことから、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 



北海道厚生年金 事案 1991 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、平成 13 年９月か

ら同年 11月までは 18 万円、同年 12月及び 14年１月は 20万円に訂正するこ

とが必要である。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正

前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

     

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等       

    氏    名  ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 46年生 

        住    所 ：  

                   

    ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 13年９月から 14年１月まで 

平成 13年６月から 14 年２月 20日までの期間、Ａ社が経営するＢ事業所

に勤務し、13 年９月から厚生年金保険に加入していたが、ねんきん特別便

に記載されている標準報酬月額が実際に受け取っていた給与月額と相違し

ているので、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月

額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立期間のうち平成 13 年

11月から 14年１月までについては、申立人から提出された給与支払明細書の

写しにより確認できる厚生年金保険料控除額及び給与支払額に見合う標準報

酬月額は、13年 11月は 18万円、同年 12月及び 14年１月は 20万円であるこ

とが確認できることから、申立期間の標準報酬月額は 13年 11月は 18万円、

同年 12月及び 14年１月は 20万円に訂正することが妥当である。 

また、申立人は平成 13年９月及び同年 10月の給与支払明細書を保管してい



ないものの、ⅰ）オンライン記録により、申立期間当時のＡ社における厚生年

金保険被保険者は、事業主及び申立人の二人であることから、平成 11 年度か

ら 13 年度までの期間において当該事業所の被保険者として確認できる７人

（事業主及び申立人を除く。）の標準報酬月額を確認したところ 15 万円から

38 万円であり、申立人の標準報酬月額が著しく低額であること、ⅱ）オンラ

イン記録により、当該事業所において 16年 10月から 17年２月まで標準報酬

月額９万 8,000 円の厚生年金保険被保険者記録が確認できる者から、自身の

17 年２月分の給与支払明細書の写しが提出されたところ、記載されている給

与支払額に見合う標準報酬月額は 20 万円、厚生年金保険料控除額に見合う標

準報酬月額は 19 万円であり、申立人と同様にオンライン記録と一致していな

いこと、ⅲ）当該事業所に申立人と一緒にアルバイトとして勤務していた者は、

「申立人は、在籍中は業務内容及び勤務形態に変更は無かった。」と供述して

いること、ⅳ）申立人は入社当初の基本給が 18 万円であり、基本給が変更に

なったのは一度だけであったと記憶していることから判断すると、申立期間の

うち 13年９月及び同年 10月の申立人の標準報酬月額については 18万円に訂

正することが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、「平成 13年当時は業績が悪く、社会保険事務所（当時）に厚生

年金保険被保険者資格取得届を提出する際に標準報酬月額を低く届け出た。」

と回答していることから、事業主は、給与支払明細書で確認できる報酬月額及

び厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額を届け出ておらず、その結果、

社会保険事務所は当該標準報酬月額に見合う厚生年金保険料について納入の

告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 



北海道厚生年金 事案 1992             

            

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額の記録のうち、平成

10 年８月から同年 12 月までは 28 万円、13 年 10 月から 14 年９月までは 22

万円、同年 10月から同年 12月までは 30万円、15年１月から 16年 12月まで

は 34 万円、17 年１月から同年９月までは 28 万円、同年 10 月から 18 年９月

までは 36 万円、同年 10 月から同年 12 月までは 34 万円、19 年１月から同年

３月までは 38万円に訂正することが必要である。 

 また、申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、平成 15 年７

月 31日は５万 5,000円、同年 12月 30日は 21万 8,000円、16年７月 30日は

11万円、同年 12月 30日は９万 1,000円、17年７月 29日は３万 4,000円、同

年 12月 30日は７万 3,000円、18年７月 31日は６万円、同年 12月 29日は 31

万 8,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額及び標準賞与額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

   住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10年８月から 19年３月まで 

Ａ社に勤務していた申立期間について、実際の給与額に見合った厚生年金

保険料が控除されているにもかかわらず、標準報酬月額が実際の給与額より

相当低く記録されている。また、平成 15年７月から 18年 12月までの毎年

７月と 12 月に支払われていた賞与から厚生年金保険料が控除されていたに

もかかわらず、標準賞与の記録が確認できない。 

申立期間について厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているところ、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特

例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記



録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬

月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額

を認定することとなる。 

２ したがって、申立人の標準報酬月額については、申立期間のうち、ⅰ）平

成 10年８月から同年 12月までの期間については、申立人から提出された平

成 10 年度の確定申告書の写し、申立期間に係る給与及び賞与の振込金額が

確認できる預金通帳の写しにより推認できる保険料控除額に見合う標準報

酬月額は、10 年８月から同年 12 月までは 28 万円、ⅱ）13 年 10 月から 14

年９月までの期間については、申立人から提出された 14年１月、同年３月、

同年６月、同年７月、及び同年９月の給与明細書の写しで確認できる報酬月

額、13年度及び 14年度の確定申告書の写し、申立期間に係る給与及び賞与

の振込金額が確認できる預金通帳の写しにより推認できる保険料控除額に

見合う標準報酬月額は、13 年 10 月から 14 年９月までは 22 万円、ⅲ）14

年 10月から同年 12月までの期間については、申立人から提出された 14年

度の確定申告書の写し、申立期間に係る給与及び賞与の振込金額が確認でき

る預金通帳の写しにより推認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額は、

14年 10月から同年 12月までは 30万円、ⅳ）15年１月から 16年 12月まで

の期間については、申立人から提出された 15年度及び 16年度の確定申告書

の写し、申立期間に係る給与及び賞与の振込金額が確認できる預金通帳の写

しにより推認できる報酬月額から、15年１月から16年12月までは34万円、

ⅴ）17 年１月から同年９月までの期間については、申立人から提出された

同年１月及び同年３月から同年９月までの期間の給与明細書の写し、17 年

度の確定申告書の写し並びに申立期間に係る給与及び賞与の振込金額が確

認できる預金通帳の写しにより推認できる保険料控除額に見合う標準報酬

月額は、17年１月から同年９月までは 28万円、ⅵ）17年 10月から 18年９

月までの期間については、申立人から提出された 17年 10月から 18年９月

までの給与明細書の写しで確認できる保険料控除額から、17年 10月から 18

年９月までは 36万円、ⅶ）18年 10月から同年 12月までの期間については、

申立人から提出された 18年 10月から同年 12月までの給与明細書の写しで

確認できる保険料控除額から、18年 10月から同年 12月までは 34万円、ⅷ）

19年１月から同年３月までの期間については、申立人から提出された 19年

１月から同年３月までの給与明細書の写しで確認できる保険料控除額から、

19年１月から同年３月までは 38万円とすることが妥当である。 

  また、標準賞与額が厚生年金保険の年金額計算の基礎とされることとなっ

た平成 15年度以降の賞与については、申立人から提出された 17年度の夏期

賞与明細書の写し、冬期賞与明細書の写し、18 年度の夏期賞与明細書の写

し及び賞与の振込金額が確認できる預金通帳の写しにより、当該事業所は申



立人に各年度２回の賞与を支給していたことが確認できることから、申立期

間のうち、ⅰ）15 年度及び 16 年度については、申立人から提出された 15

年度確定申告書の写し及び預金通帳の写しにより推認できる賞与支給額並

びに保険料控除額から平成 15 年７月 31 日は５万 5,000 円、同年 12 月 30

日は 21万 8,000円、16年７月 30日は 11万円、同年 12月 30日は９万 1,000

円、ⅱ）17年度から 18年度夏期賞与までについては、申立人から提出され

た 17年度の夏期賞与明細書の写し、冬期賞与明細書の写し及び 18年度の夏

期賞与明細書の写しにより確認できる賞与支給額及び保険料控除額から、17

年７月 29日は３万 4,000円、同年 12月 30日は７万 3,000円、18年７月 31

日は６万円、ⅲ）18 年度の冬期賞与については、申立人から提出された平

成 18 年度の確定申告書及び預金通帳の写しにより推認できる賞与支給額並

びに保険料控除額から 18年 12月 29日は 31万 8,000円とすることが妥当で

ある。 

  なお、申立人に係る当該期間の上記訂正後の標準報酬月額及び標準賞与額

に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主

は社会保険事務所（当時）の記録に基づいた額で納付したとしていることか

ら、その結果、社会保険事務所は、当該標準報酬月額及び標準賞与額に見合

う厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

３ 一方、申立期間のうち、平成 11年１月から 13年９月までの期間について

は、記録されている標準報酬月額が、申立人から提出された平成 11 年７月

の給与明細書の写し、平成 12年度及び 13年度の確定申告書の写し、申立期

間に係る給与及び賞与の振込金額が確認できる預金通帳の写しにより推認

できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額と同額となってい

ることから判断して、これらの期間については、特例法の保険給付の対象に

当らないため、あっせんは行わない。 



北海道厚生年金 事案 1993 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①のうち、昭和 39年９月１日から同年 12月 20日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険の被保険者資格取得

日に係る記録を 39 年９月１日、同被保険者資格喪失日に係る記録を同年 12

月 20日とし、当該期間の標準報酬月額を、１万 4,000円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39年５月ごろから同年 12月ごろまで 

             ② 昭和 40年４月ごろから同年 12月ごろまで 

             ③ 昭和 41年４月 

各申立期間について、Ａ社にＢ職として勤務しており、冬期間は失業保険

を受けていた。 

厚生年金保険料の控除の事実を確認できる資料等は無いが、各申立期間に

ついて厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、Ａ社に勤務していた時の社内の出来事を

詳細に記憶しており、当該事業所に申立人を紹介したとする者は、「時期は

覚えていないが、申立人がＣ社を退職した後に紹介した。申立人はＢ職と

して勤務していた。」と述べているところ、オンライン記録により、申立人

のＣ社における厚生年金保険の被保険者資格喪失日は昭和 39 年２月 14 日

であることが確認できること等から判断すると、申立人が申立期間①にお

いて、当該事業所に勤務していたことが認められる。 

また、オンライン記録により、当該事業所は、申立期間①より前の昭和 37

年６月１日から 38年 12月 29日までの期間、厚生年金保険の適用事業所に該



当していたことが確認できるところ、ⅰ）新規適用時（昭和 37年６月１日）

に、同保険の被保険者資格を取得した者は 10人確認でき、このうち所在が確

認できた二人に照会したところ、事務を担当していたとする者は、「厚生年金

保険の適用事業所になった時、従業員は 10人ぐらいであったが、全員が厚生

年金保険に加入した。」と述べており、他の一人は、「Ｄ職をしていたが、厚

生年金保険に加入した。」と述べていること、ⅱ）38 年４月１日から同年 12

月 29 日までの期間において、同保険の被保険者資格を取得した者は 12 人確

認でき、このうち所在が確認できた３人（申立人が名前を挙げた同僚）に照

会したところ、Ｅ職をしていたとする二人は、「従業員は、全員で 10 人ぐら

いであった。」と述べていることから判断すると、これらの者が記憶する当該

事業所の従業員数と同保険の被保険者数はおおむね一致していることが確認

でき、当時、事業主は、従業員全員を同保険に加入させていたものと考えら

れる。 

さらに、オンライン記録によると、申立期間①のうち、昭和 39年９月１日

から同年 12 月 20 日までの期間について、当該事業所は厚生年金保険の適用

事業所に該当しており、新規適用時に同保険の被保険者資格を取得した者は

17人（申立人が名前を挙げた同僚３人を含む。）確認できるところ、前述のＥ

職をしていたとする者は、このうちの 16 人について記憶している上、「前年

も勤務していた者は６、７人ほどであったが、その年のみ勤務した者が 10人

ほどいた。」と述べており、前述の申立期間①以前に当該事業所が同保険の適

用事業所であった期間における従業員の資格取得状況と併せて判断すると、

事業主は、当該期間においても従業員全員を同保険に加入させていたものと

考えられることから、申立人が 39年９月１日に同保険の被保険者資格を取得

していないことは不自然である。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①のうち昭和 39年９月

１日から同年 12 月 20 日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人と同年代の厚生年金保険

被保険者に係る社会保険事務所（当時）の記録から判断すると、１万 4,000

円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該事業所は昭和 39年 12月 20日に厚生年金保険の適用事業所に該当し

なくなっており、当時の事業主も既に死亡していることから確認することがで

きないが、仮に、事業主から申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得届

が提出された場合には、その後、被保険者資格の喪失届も提出されていると思

われるところ、いずれの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録しな

いとは考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所への資格の得喪に係

る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る 39 年



９月から同年 11 月までの厚生年金保険料の納入の告知を行っておらず、事業

主は、当該期間に係る同保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 ２ 申立期間②及び③について、オンライン記録によると、当該事業所は、厚生

年金保険の適用事業所に該当していなかったことが確認できる。 

また、商業登記簿謄本によると、当該事業所は昭和 49年 12月３日に解散し

ており、当時の事業主も既に死亡していることから、申立人の勤務状況及び厚

生年金保険料の控除について確認することができない。 

さらに、申立人が名前を挙げた同僚３人のうち１人は、申立人を記憶してお

らず、他の二人も、「申立人の勤務期間については分からない。」と述べており、

健康保険厚生年金保険被保険者原票により当該事業所の厚生年金保険被保険

者であったことが確認できる他の者は死亡、又は所在不明であることから、申

立期間②及び③における申立人の勤務状況についての供述を得ることができ

ない上、これらの者の年金記録を確認したところ、申立期間②及び③において

は、同保険の被保険者であった記録は確認できないか、あるいは、他の事業所

において同保険の被保険者であったことが確認できる。 

加えて、雇用保険の被保険者記録によると、申立人は、申立期間②のうち昭

和 40 年５月１日から同年８月１日までの期間については、他の事業所におい

て被保険者であった記録が確認できる。 

その上、申立人が申立期間②及び③において、厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立

人も厚生年金保険料の控除について具体的な記憶は無い。 

このほか、申立人の申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②及び③に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



北海道厚生年金 事案 1994 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資

格喪失日に係る記録を昭和 56 年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を 11万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  昭和 55年 12月 30日から 56年１月１日まで 

昭和 51 年４月１日から 55 年 12 月 31 日までＡ社に勤務していた。55 年

12 月分の給料から厚生年金保険料を控除されていたと思うので、厚生年金

保険料控除の事実を確認できる資料は無いが、申立期間について、厚生年金

保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録によると、申立人は、Ａ社において昭和 54 年９月

１日に被保険者資格を取得し、55 年 12 月 31 日に離職していることが確認で

きる。 

また、当該事業所に照会したところ、「当社に保管されていた健康保険厚生

年金保険被保険者資格喪失確認通知書では、先代のころなのでよく分からない

が、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日は、昭和 55年 12 月 30日で

届け出ている。当社は、年末まで営業しているので、申立人は、51 年４月１

日から 55年 12月 31 日まで正社員として勤務していたと思われる。また、厚

生年金保険料は当月控除であったので、12 月分の給与から厚生年金保険料を

控除した上、給与を支給していたと思われる。」と述べていることから判断す

ると、申立人は、昭和 51年４月１日から 55年 12月 31日まで、当該事業所に

勤務していたものと推認できる。 

さらに、事業主が保管していた健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認



通知書によると、事業主が申立人に係る資格喪失年月日（退職等の翌日）を昭

和 55年 12月 30日と届け出ていることが確認でき、同年 12月 31 日まで勤務

していた申立人に係る資格喪失年月日（退職等の翌日）について、本来「昭和

56年１月１日」と記入すべきところを、「昭和 55年 12月 30日」と記入して

届け出ていることが確認できる。 

加えて、申立人が一緒に勤務していたと述べている同僚３人、当該事業所に

係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿及び健康保険厚生年金保険

被保険者原票並びにオンライン記録から、申立期間よりも以前の月初又は末日

に当該事業所において厚生年金保険被保険者資格を喪失していることが確認

できる５人のうち、所在を特定することができた４人に照会し、回答を得られ

た３人のうち１人は、末日（31 日）に厚生年金保険被保険者資格を喪失して

いることが確認できるところ、「実際の勤務期間も当該資格喪失月の末日であ

った。」と述べていることから判断すると、当該事業所では、申立人以外の末

日退職者の厚生年金保険被保険者資格喪失日についても、本来、当該退職月の

翌月の１日とすべきところを、当該退職月の末日として届け出ていた状況がう

かがえる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社における昭和

55年 11月の社会保険事務所(当時)の記録から、11万 8,000円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は不明としているが、事業主が保管していた健康保険厚生年金保険

被保険者資格喪失確認通知書によると、事業主が申立人に係る資格喪失年月日

を昭和 55年 12月 30 日と届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る

申立期間の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務

所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場

合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る厚生年金保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



北海道厚生年金 事案 1995 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資

格取得日に係る記録を昭和 33年６月 26日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を１万 8,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 33年６月 26日から同年７月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間における年金記録の欠落は、転勤に伴う事務処理

の間違いにより生じたものであるので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録及びＡ社が提出した辞令簿の記録から判断すると、

申立人が当該事業所に継続して勤務(Ａ社Ｂ支店から同社Ｃ出張所に異動)し

ていたことが認められる。 

また、申立人が申立期間に勤務していたＡ社Ｃ出張所は、オンライン記録に

よると、厚生年金保険の適用事業所に該当していないが、申立人が名前を挙げ

た同僚は、申立期間において、同社本店の厚生年金保険被保険者としての加入

記録が確認できることから判断すると、申立人は、同社本店の厚生年金保険被

保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

なお、前述の辞令簿によると、申立人は昭和 33 年６月１日付けでＡ社Ｂ支

店から同社Ｃ出張所に異動した記録となっているが、オンライン記録によると、

申立人の同社Ｂ支店における資格喪失日は同年６月 26 日であることが確認で

き、申立人も同日に転勤したと述べていることから、申立人の同社本店におけ

る資格取得日は、同年６月 26日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社における昭和



33 年７月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 8,000 円とすることが

妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び

周辺事情が見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険

事務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

見当たらないことから、行ったとは認められない。 



北海道厚生年金 事案 1996 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資

格取得日に係る記録を昭和 27 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を 7,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 27年４月１日から同年 10月６日まで 

昭和 27 年４月１日からＡ社Ｂ営業所に勤務していたが、厚生年金保険の

被保険者記録は同年 10月６日からの加入となっている。 

同期入社で同じ厚生年金保険の加入記録であった者が、年金記録確認第三

者委員会で年金記録の訂正が認められたので、申立期間について、厚生年金

保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、申立人が保管するＡ社Ｂ営業所における課長以上経験

者名簿、Ａ社が保管している採用年月日が確認できる労働者名簿及び当該事業

所において申立人と同期入社であった者が保管する申立期間当時の給与明細

書により、申立人は、当該事業所に昭和 27 年４月１日に採用され、申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、当該給与明細書の厚生年金保険

料控除額から、7,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情が

見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主



が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険

事務所（当時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周

辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 



北海道厚生年金 事案 1997 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資

格取得日に係る記録を昭和 60年１月 21日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を 26万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等       

    氏    名  ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 33年生 

        住    所 ：  

 

  ２ 申立期間の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年１月 21日から同年２月１日まで 

昭和 60年１月 21日からＡ社に正社員として勤務しているが、厚生年金保

険の被保険者資格の取得日は、同年２月１日になっている。 

在籍証明書があるので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であっ

たことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保管している社員台帳の記録により、申立人は、昭和 60 年１月 21

日に同社に正社員として入社し、申立期間は継続して勤務していたことが確認

できる。 

また、当該事業所に照会したところ、｢社員台帳の記録により、申立人は昭

和 60年１月 21日から正社員として勤務していることが確認できる。申立期間

当時における給与の支給形態は、毎月 20日締めの翌月 25日払いであった。｣

と回答している。 

さらに、オンライン記録により、申立期間当時に当該事業所において厚生年

金保険の被保険者資格を取得していることが確認できる者 10 人に照会したと

ころ、昭和 59年 11 月 21日と 60年３月 22日にそれぞれ当該事業所に正社員

として入社したとする二人から回答を得ることができ、当該同僚二人は共に、

｢当該事業所に試用期間等は無く、入社と同時に厚生年金保険に加入し、給与

から同保険料が控除されていた。｣と述べている上、当該事業所の健康保険厚



生年金保険被保険者原票の記録によると、当該同僚二人の厚生年金保険被保険

者資格取得日は自身が記憶している入社日と一致していることから、申立期間

当時に当該事業所では、正社員は入社と同時に厚生年金保険に加入させていた

ものと考えられる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 60

年２月の社会保険事務所(当時)の記録から、26万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は

見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険

事務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は

見当たらないことから、行ったとは認められない。 



北海道厚生年金 事案 1998 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち昭和 37 年８月１日から 39 年 10 月１日までの期

間に厚生年金保険第３種被保険者であったことが認められるとともに、厚生年

金保険料（第３種）を事業主により給与から控除されていたことが認められる

ことから、申立人のＡ社Ｂ事業所における当該期間の厚生年金保険被保険者資

格種別に係る記録を第１種から第３種に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 34年 10月 20日から 39年 10月１日まで 

昭和 34 年 10 月から 42 年 12 月までＡ社Ｂ事業所にＣ作業員として継続

して勤務していたが、申立期間については厚生年金保険第１種被保険者期間

とされている。 

Ｄ業年金基金の資料では、申立期間もＣ作業員期間に通算されているた

め、厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、

申立期間について厚生年金保険第３種被保険者であったことを認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者名簿」

という。）により、当該事業所において厚生年金保険の被保険者であったこと

が確認できる申立人とほぼ同年齢の昭和 16 年から 20年生まれの者で、かつ、

申立期間中に厚生年金保険被保険者資格種別が第１種から第３種に変更され

たことが確認できる者 22人のうち、生存及び所在が確認された 17人に照会し

たところ、回答があった 11 人のうち９人が、いずれも「Ａ社Ｂ事業所では、

18 歳となった後にＣ作業員となることができた。それ以外にＣ作業員となる

ための条件は無かった。」と供述しているところ、被保険者名簿によると、当

該 22人が 18歳に達してから第３種被保険者となるまでの期間は、１か月から



18 か月であったことが確認できる一方で、申立人が第３種被保険者となった

のは、18歳に達した 36年＊月から 35か月後の 39年＊月＊日であり、申立人

だけが、18 歳に達した後、長期間にわたりＣ作業員とならなかったとするの

は不自然である。 

また、前述の厚生年金保険被保険者種別が変更された者 22 人について、種

別変更の前後における標準報酬等級を比較すると、第３種被保険者となった前

後の時点でおおむね４等級から 10 等級上昇したことが確認できるところ、申

立人の標準報酬等級は、申立期間中の昭和 37 年８月１日に５等級から９等級

に４等級上昇したことが確認できる一方で、当該被保険者 22 人のうち、申立

人と同様に申立期間中に標準報酬等級が５等級から９等級に４等級上昇した

ことが確認できる者３人は、いずれも、９等級となった前後に第３種被保険者

となったことが確認できることを踏まえると、申立人は、申立期間のうち 37

年８月１日から39年10月１日までの期間において当該事業所で第３種被保険

者として取り扱われるべきＣ作業員として勤務していたことが認められる。 

さらに、申立人が申立期間において当該事業所で一緒に勤務していたとする

同僚４人のうち、個人が特定でき、当該事業所の被保険者名簿により、申立期

間において当該事業所で厚生年金保険の被保険者であったことが確認できる

者二人は、いずれも、申立期間において第３種被保険者としての加入記録が存

在することから、申立人だけが申立期間のすべてについて第１種被保険者であ

ったとするのは不自然であり、第３種被保険者として厚生年金保険料が給与か

ら控除されていたものと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち昭和 37 年８月１

日から39年10月１日までの期間について厚生年金保険第３種被保険者であっ

たと認められるとともに、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

一方、申立期間のうち昭和 34年 10月 20日から 37年８月１日までの期間に

ついては、上述の厚生年金保険被保険者種別が変更された者 22 人のうち９人

が、いずれも「18 歳未満の者はＣ作業員となることができなかった。」と供

述しており、このうち６人は、「会社や先輩から、その旨の説明があった。」

と供述しているほか、当該事業所の被保険者名簿により、申立期間当時、当該

事業所で第１種被保険者であったことが確認でき、当該事業所のＥ課Ｆ係に勤

務していたとの供述が得られた者も、「年少者は経験も無く、Ｃ作業は危険を

伴うので、労働基準法に基づき、18 歳未満の者をＣ作業所で作業させること

は無かった。」と供述している上、被保険者名簿によれば、上述の被保険者種

別が変更された者 22 人、及び申立期間において当初から第３種被保険者とし

て資格取得した者 32人において、18歳未満で第３種被保険者となった者はい

ないことが確認できる。 

また、申立人が当該事業所で一緒に勤務していたとする同僚４人のうち生存



及び所在が確認された者二人に照会したものの、回答があった一人は、「私は、

申立期間には当該事業所に勤務していなかった。」と供述しており、申立人の

勤務状況については確認することができなかった。 

さらに、上述の厚生年金保険被保険者種別が変更された者 22 人のうち、照

会に対する回答があった 11 人のうち４人から、「申立人を知っている。」と

の供述が得られたものの、これらの者は、いずれも「申立人がＣ作業員となっ

た時期までは記憶していない。」と供述しており、申立人が申立期間のうち昭

和 34年 10月 20日から 37年８月１日までの期間において当該事業所でＣ作業

員として勤務していたことを裏付ける供述は得られなかった。 

加えて、申立人は、Ｄ業年金基金が保管するＤ業年金基金Ｃ作業員・Ｇ作業

員名簿において、申立人のＣ作業所勤務期間に申立期間が通算されている旨の

記載があることを根拠として、「入社当初からＣ作業員であった。」と主張す

るが、同基金に照会したところ、「当基金の設立は昭和 42 年であるため、当

該名簿が何に基づいて作成されたかは不明であるが、当初はＧ作業員として採

用された者が、その後Ｃ作業員となって退職した場合、すべての勤務期間が退

職時の被保険者種別（第３種）として記載されることがあったと考えられる。」

と回答している上、上述の被保険者種別が変更された者 22 人のうち、照会に

対する回答があり、かつ、同名簿において勤務記録が記載された５人のうち２

人については、自身がＧ作業所で勤務していたと供述し、かつ、当該事業所の

被保険者名簿により、第１種被保険者期間であったことが確認できる期間につ

いても、同名簿ではいずれもＣ作業所勤務期間と記載されていることが確認で

き、これは、同基金の回答を裏付けるものであることを踏まえると、同名簿に

おける勤務期間の記載は、必ずしも実態を反映していなかったものと考えるの

が妥当であり、ほかに申立人が、申立期間のうち昭和 34年 10月 20日から 37

年８月１日までの期間において、当該事業所でＣ作業員として勤務していたこ

とをうかがわせる事情は見当たらない。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業所名簿によれば、当該事業所は昭和 51 年７月１日に厚生年金保険の

適用事業所に該当しなくなっており、当時の事業主も所在が不明であることか

ら確認することができないが、仮に、事業主から申立人に係る厚生年金保険第

３種被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後に行われるべき健康

保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届及びこれに基づく定時決定な

どのいずれの機会においても、社会保険事務所（当時）が当該届出を記録しな

いとは考え難いことから、事業主が 39年 10月１日を第３種被保険者資格取得

日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る 37年８月から 39

年９月までの厚生年金保険料の納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期

間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



北海道厚生年金 事案 1999 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ事業所におけ

る厚生年金保険被保険者資格喪失日に係る記録を昭和 46 年６月１日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額を５万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 46年４月１日から同年６月１日まで 

昭和 46年６月１日にＡ社Ｃ事業所Ｄ支所から同社本社に転勤を命じられ、

申立期間も継続して勤務していたが、厚生年金保険の加入記録が確認できな

い。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が保管する昭和 46 年６月１日付け転勤辞令、及びＢ社による「当社

が保管する資料によれば、申立人は、申立期間においてＡ社Ｃ事業所Ｄ支所に

継続して勤務していたことが確認できる。」との回答から判断すると、申立人

がＡ社に継続して勤務し（昭和 46 年６月１日にＡ社Ｃ事業所Ｄ支所から同社

本社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ事業所に係る昭

和 46年３月の社会保険事務所（当時）の記録から、５万 2,000円とすること

が妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は不明としているが、Ｂ社企業年金基金が保管する同基

金の加入員記録は社会保険事務所の記録と合致しており、事業主が申立人の厚



生年金保険被保険者資格喪失日を昭和 46 年６月１日と届け出たにもかかわら

ず、同基金及び社会保険事務所の双方がこれを同年４月１日と誤って記録する

ことは考え難いことから、事業主が申立人の被保険者資格喪失日を同日として

届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年４月及び同年５月の厚

生年金保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告

知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料

を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る厚生年金保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



北海道厚生年金 事案 2000 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資

格喪失日に係る記録を昭和 31年８月 10日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を30年２月から同年７月までは 4,000円、同年８月から31年７月までは5,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年２月 20日から 31年８月 10日まで 

昭和 28年 10月９日から 31年８月９日まで、Ａ社に勤務した。 

当該事業所における厚生年金保険の加入状況について確認したところ、申

立期間の加入記録が無かった。 

年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 28年 10月９日から 31年８月 10日までＡ社において、Ｂ業

務に従事し、その間、厚生年金保険に加入していたとしているが、健康保険厚

生年金保険被保険者名簿の記録では、30年２月 20日に厚生年金保険の被保険

者資格を喪失したものとされている。 

   しかしながら、申立人は、当該事業所を退職した時期及び経緯について、「Ａ

社は、Ｃ社のＢ業務などを行う会社であった。このため、Ａ社に在籍中から、

Ｃ社に移りたいと思っていたところ、当時、私がＤ分野を行っていた関係でＣ

社Ｄ部の関係者から誘いを受け、昭和 31年８月 10日にＡ社からＣ社Ｅ事業所

に転職した。Ｃ社は、大きなＦ事業の会社であり、Ｇ作業員については入社と

同時に厚生年金保険に加入させており、Ａ社の退職時期は、Ｃ社Ｅ事業所に転

職した前日の 31年８月９日である。」と具体的に供述している。 

   また、Ａ社の同僚からは、「Ａ社のＨ作業所で申立人と一緒に勤務していた



が、申立人はＣ社Ｅ事業所に転職すると言って、Ａ社を退職した。その後、私

も、昭和 32 年５月８日にＡ社からＣ社Ｅ事業所に転職した。」との供述があ

り、オンライン記録によると、当該同僚のＡ社における厚生年金保険被保険者

資格の喪失日は、Ｃ社Ｅ事業所の同被保険者資格取得日と一致しており、申立

人の主張と符合する。 

   さらに、Ｃ社Ｅ事業所の同僚からは、「申立人と同時期の昭和 31年８月 10

日にＣ社Ｅ事業所に入社した。私はＩ分野関係で採用され、申立人はＤ分野関

係で採用されており、同じＪ関係の採用であった。」との供述があり、当該同

僚の供述も申立人の主張と符合する。 

   これら同僚の供述から判断すると、申立人は、昭和 31 年８月９日までＡ社

に勤務していたことを認めることができる。 

   加えて、Ａ社の当時の社会保険事務担当者は、「Ａ社では、入社と同時に厚

生年金保険に加入させていた。一度、厚生年金保険に加入したら、途中で被保

険者資格を喪失させるような取扱いは行っていなかった。」と供述している。 

   その上、申立人がＡ社の同僚として名前を挙げた同職種の同僚２人のうち１

人は、健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立期間において継続し

て厚生年金保険に加入している上、残りの一人は申立人と同日に厚生年金保険

被保険者資格を喪失しているものの、その４か月後に同被保険者資格を再取得

していることが確認できるほか、この同僚は、「Ａ社を途中退職したことは無

く、４か月の厚生年金保険被保険者の欠落期間中継続して勤務し、同社Ｈ作業

所でＢ業務に従事しており、在職中、業務内容及び勤務形態に変更は無かった。

厚生年金保険の被保険者記録に欠落期間があることは、今回、年金記録確認第

三者委員会事務室からの照会があるまで知らなかった。入社当初から継続して

給与から厚生年金保険料を控除されていたのを覚えており、被保険者記録の欠

落期間中も厚生年金保険料を控除されていた。」と供述している。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 30

年１月の社会保険事務所（当時）の記録及び申立人と同年齢の同僚の社会保険

事務所の記録から判断すると、同年２月から同年７月までは 4,000円、同年８

月から 31年７月までは 5,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、申立期間において行われるべき事業主による健康保険厚生年金保険被保険

者報酬月額算定基礎届及びこれに基づく定時決定や事業主による申立てどお

りの資格喪失届などのいずれの機会においても、社会保険事務所が記録の処理

を誤るとは考え難いことから、事業主が、昭和 30年２月 20日を厚生年金保険

の被保険者資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係



る同年２月から 31 年７月までの厚生年金保険料について納入の告知を行って

おらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべ

き保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申

立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 



北海道厚生年金 事案 2001 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間②に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務

所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額であっ

たと認められることから、申立期間②の標準報酬月額を昭和 44 年７月から同

年 10 月までは６万円、同年 11 月から 45 年６月までは９万 2,000 円に訂正す

ることが必要である。 

 申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における厚生年金保険被

保険者の資格取得日に係る記録を昭和 44 年４月１日に訂正し、申立期間①に

係る標準報酬月額を６万円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 44年４月１日から同年７月 31日まで 

② 昭和 44年７月 31日から 45年７月１日まで 

昭和 26年３月 13日から 61年 12月 31日までの期間、Ａ社に継続して勤

務した。 

当該事業所における厚生年金保険の加入状況を確認したところ、申立期

間①については厚生年金保険の加入記録が無く、申立期間②については標

準報酬月額が低額であった。 

年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②について、オンライン記録によると、申立人のＡ社Ｂ支店にお

ける厚生年金保険被保険者資格取得時（昭和 44 年７月 31 日）の標準報酬

月額は２万 2,000 円と記録されているが、同社同支店に係る健康保険厚生

年金保険被保険者名簿（以下「被保険者名簿」という。）によると、同標準

報酬月額は９万 2,000 円と記録されており、オンライン記録と一致しない



上、当時の標準報酬月額の最高等級額（６万円）を超える額が記載されて

いる。 

    また、申立人と同日（昭和 44年７月 31日）にＡ社Ｂ支店において厚生年

金保険被保険者資格を取得している同僚二人の同被保険者資格取得時の標

準報酬月額は、オンライン記録によると、いずれも当時の標準報酬月額の

最高等級額である６万円と記録されているが、被保険者名簿によると、こ

れら同僚二人の標準報酬月額は、それぞれ６万 8,000円及び 10万円と記録

されており、申立人と同じくオンライン記録と一致しない上、当時の標準

報酬月額の最高等級額（６万円）を超える額が記載されている。 

    さらに、「厚生年金保険法の改正にかかる標準報酬の改定準備について」

（昭和 44年６月 18日庁文発第４－927号）によると、厚生年金保険法及び

船員保険法の一部を改正する法律（昭和 44年法律第 78号）の昭和 44年 12

月の施行により、同年 11 月から標準報酬月額の最高等級が６万円から 10

万円に引き上げられることを受けて、同年７月１日から同年 10 月 31 日ま

での間に厚生年金保険被保険者資格を取得する者のうち、標準報酬月額が

最高等級の６万円と決定された者は、被保険者名簿に資格取得時の標準報

酬月額（６万円）を記載すると同時に同年 11月に適用となる引き上げ後の

標準報酬月額も記載することとされている。一方、被保険者名簿によると、

申立人と同日（昭和 44 年７月 31 日）にＡ社Ｂ支店において厚生年金保険

被保険者資格を取得している同僚二人は、厚生年金保険被保険者資格取得

時（昭和 44年７月 31日）の標準報酬月額が、44年 11月の引き上げ後の標

準報酬月額と同額が記載されていることから、社会保険事務所では、同被

保険者資格取得時の標準報酬月額について最高等級の６万円と記載すべき

ところを誤って、同年 11月の引き上げ後の標準報酬月額を記載したと推測

される。 

    加えて、健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人がＡ社Ｂ支

店に異動となる前に勤務していた同社Ｃ支店における厚生年金保険被保険

者資格喪失時（昭和 44年３月）の標準報酬月額は、当時の最高等級である

６万円と記録されている。 

    これらを総合的に判断すると、社会保険事務所では、申立人のＡ社Ｂ支店

における厚生年金保険被保険者資格取得時（昭和 44 年７月 31 日）の標準

報酬月額について、厚生年金保険被保険者名簿に当時の最高等級額である

６万円と記載すべきところを誤って、引き上げ後の標準報酬月額である９

万 2,000 円と記載した上、当該記録をオンライン記録に入力する際に再び

誤って２万 2,000 円と入力したものと考えられることから、申立人の申立

期間②に係る標準報酬月額は、昭和 44年７月から同年 10月までは６万円、

同年 11 月から 45 年６月までは９万 2,000 円と訂正することが必要と認め

られる。 



  ２ 申立期間①について、申立人の雇用保険の被保険者記録により、申立人が

Ａ社に継続して勤務し（昭和 44年４月１日にＡ社Ｃ支店から同社Ｂ支店に

異動）、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社Ｂ支店

における、上記１の訂正後の標準報酬月額から、６万円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該事業所は既に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなって

おり、元事業主への確認もできず不明であり、このほかに確認できる関連

資料及び周辺事情が見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る届出を社

会保険事務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び

周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 



北海道厚生年金 事案 2002 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における厚生年金保険被保

険者資格の取得日に係る記録を昭和 47年３月 25日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額を９万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

     

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 25年生 

住    所  ：  

          

    ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47年３月 25日から同年４月１日まで 

   昭和 43年４月１日にＡ社に入社して以来、継続して勤務していた。 

   申立期間は、同社Ｃ支店から同社Ｂ支店に転勤した時期であるが、厚生年

金保険の加入状況について確認したところ、加入記録が無かった。 

年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録及びＡ社Ｄ本社から提出された申立人に係る在籍

証明書により、申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和 47年３月 25日にＡ社Ｃ

支店から同社Ｂ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社Ｂ支店におけ

る昭和 47年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、９万 2,000円とする

ことが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことか

ら、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険

事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 



北海道厚生年金 事案 2003 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社（現在は、Ｂ社Ｃ事業所）における厚生年金保険被保険者記録

は、昭和 49 年４月１日資格取得、51 年７月 16 日資格喪失となっているが、

この記録は、申立人の記録ではないと認められることから取り消すことが必要

である。 

また、申立人のＡ社における資格取得日は昭和 49 年４月１日、資格喪失日

は 54年 12月 26日であると認められることから、申立期間に係る記録を訂正

することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 49 年４月から同年９月ま

では５万 6,000円、同年 10月から 50年７月までは６万 4,000円、同年８月か

ら 51年７月までは７万 2,000円、同年８月から 52年８月までは８万円、同年

９月から 53年９月までは９万 2,000円、同年 10月から 54年９月までは９万

8,000 円、同年 10 月から同年 11 月までは 10 万 4,000 円とすることが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等       

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

住    所 ：  

                   

    ２ 申立内容の要旨 

      申 立 期 間 ： 昭和 49年４月１日から 54年 12月 26日まで 

Ａ社には、昭和 49年４月１日から 54年 12 月 25日まで勤務していたが、

申立期間の厚生年金保険加入記録が無い。申立期間については、同社のＤ部

Ｅ係で継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の勤務期間等に関するＢ社Ｃ事業所からの回答及び雇用保険の加入

記録により、申立人は、昭和 49年４月１日から 54年 12月 25日まで継続して

Ａ社に勤務していたことが確認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、申立人の当該事業所における健康

保険被保険者記号番号は＊、厚生年金保険被保険者記号番号は＊とされ、被保

険者資格取得日は昭和 49年４月１日、同資格喪失日は 51年７月 16日である



ことが確認できる。 

一方、＊の健康保険厚生年金保険被保険者原票によると､被保険者氏名は、

申立人と同姓同名（読みが同じ）であるが、申立人と別人である者の氏名にな

っていることが確認できる上、当該事業所では「申立人と同姓同名（読みが同

じ）の社員が昭和 51年７月 15日に退職していたことが社員名簿から確認でき

る。」と回答しており、この同日に退職した者が＊に記載されている被保険者

と同一人であることが確認できる。 

また、同原票によると、申立人の当該事業所における健康保険被保険者記号

番号は､＊､厚生年金保険被保険者記号番号は＊とされ、被保険者資格取得日は

昭和 49年４月１日、同資格喪失日は 54年 12月 26日であることが確認でき、

同記録は、現在、オンライン記録の基礎年金番号の記録に未統合となっており、

被保険者が特定できないものになっている。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において申立人の基

礎年金番号に厚生年金保険被保険者記号番号を統合した際に、同姓同名（読み

が同じ）の申立人とは別人の被保険者記録を統合したことが認められることか

ら､この記録を取り消し､事業主は､申立人がＡ社において厚生年金保険被保険

者資格を昭和 49年４月１日に取得し、54年 12月 26日に資格喪失した旨の届

け出を行ったことが認められることから、申立人の厚生年金保険被保険者資格

の取得日及び喪失日の記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社に係る未統合の記録から、

昭和 49年４月から同年９月までは５万 6,000円、同年 10月から 50年７月ま

では６万 4,000円、同年８月から 51年７月までは７万 2,000円、同年８月か

ら 52年８月までは８万円、同年９月から 53年９月までは９万 2,000円、同年

10 月から 54 年９月までは９万 8,000 円、同年 10 月から同年 11 月までは 10

万 4,000円とすることが必要である。 



北海道厚生年金 事案 2004 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち昭和 50年１月 15日から同年７月１日までの厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることか

ら、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格取得日に係る記録を同年

１月 15日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 11万 8,000円とすることが必

要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 50年１月 12日から同年７月１日まで 

昭和 50年１月ごろ、Ａ社が設立された際、入社した。 

その時に一緒に入社した他の社員は、厚生年金保険被保険者資格取得が同

年１月からになっているのに、私だけが同年７月からになっていた。年金記

録が抜けていた申立期間について、厚生年金保険被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が提出した申立人に係る「退職証明書」（写し）に勤務期間が記載され

ていること、同社が提出した昭和 50年３月 31日現在の「組織図」（写し）に

申立人の氏名が記載されていること、及び申立期間当時、同社に勤務していた

ことがオンライン記録から確認できる複数の同僚が「申立人は昭和 50 年１月

から継続して勤務していた。」と供述していることから判断すると、申立人は

申立期間のうち 50年１月 15日から同年７月１日までの期間、同社に勤務して

いたことが認められる。 

また、申立人が名前を挙げた同僚及び上述の「組織図」（写し）に名前があ

った者のうち、申立期間当時、オンライン記録により当該事業所において厚生

年金保険被保険者資格を取得していることが確認できる 13 人に照会したとこ

ろ、10 人から回答が得られたが、そのうち申立人と同様に他社から転籍した



ことが確認できる７人が「入社と同時に厚生年金保険に加入した。」と供述し

ており、オンライン記録からもその事実が確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたものと認められる。 

なお、Ａ社が提出した「退職証明書」（写し）では、申立人の勤務開始時期

が昭和 50年１月 15日であることが確認できることから、申立人のＡ社におけ

る厚生年金保険被保険者資格取得日は同日とすることが妥当である。 

また、当該期間における申立人の標準報酬月額は、オンライン記録により、

昭和 50 年１月にＡ社において厚生年金保険被保険者資格を取得している８人

については、いずれの者も同年１月から７月までの間、標準報酬月額が変更さ

れていないことが確認できること、及び申立人の同社における同年７月の社会

保険事務所（当時）の記録から、11万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は不明としており、ほかに確認できる関連資料及び周辺

事情が見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険

事務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 



北海道国民年金 事案 1560 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41年 11 月から 44年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年 11月から 44年３月まで 

私は、昭和 39年から 45年まで家業であるＡ業の手伝いをしていた。私が

車に父親を乗せてＢ町役場に行き、国民年金保険料を納めていたことを覚え

ている。父親が亡くなったため、母親に確認したところ、３人分の国民年金

保険料を同役場で納付していたことを母親が覚えていたので、申立期間の保

険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金の加入手続を行ったとする申立人の父親は既に死亡して

おり、申立人自身は自分の国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与し

ていないため、申立期間当時の具体的な状況は不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、同手帳記号番号の周辺番号に係る

被保険者状況調査等により、昭和 44年 11月ごろに払い出されたものと推認で

き、その時点で、申立期間のうち、41 年 11 月から 42 年９月までは時効によ

り国民年金保険料を納付できない期間である。 

さらに、申立期間のうち、昭和 42年 10月から 44年３月までは過年度納付

が可能であるが、申立人は、国民年金保険料を納付していたとする申立人の父

親から過年度納付に係る話を聞いた記憶が無いと述べている上、申立人に係る

別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 1561 

 

第１ 委員会の結論                              

   申立人の昭和 46年４月から 53年４月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和 46年４月から 53年４月まで 

    私は、昭和 45年 11月に婚姻し、その時に厚生年金保険の被保険者資格を

喪失した。婚姻した翌年の正月に、Ａ社に勤めていた夫から年金の重要性を

説かれたので、46 年４月ごろ私自身がＢ市Ｃ区役所の窓口に行き、国民年

金の加入手続を行った。 

    申立期間の国民年金保険料については、昭和 46 年４月から１年間か２年

間ぐらいは集金人が自宅に集金に来た際に、私自身が３か月分ずつ納付して

いたが、その後は、Ｄ郵便局の窓口で納付書に現金を添えて３か月分ずつ納

付し、49年 10月にＢ市Ｅ区に転居してからは、自宅近くの郵便局か金融機

関の窓口で納付したと記憶している。 

    申立期間の国民年金保険料月額については、昭和 46 年から 47 年までは

500円ぐらい、48年から 49年までは 1,000円から 1,500円ぐらい、50年は

3,000円ぐらい、51年は 4,000円ぐらい、52年は 6,000円ぐらい、及び 53

年は 8,000円ぐらいであったと記憶している。 

    申立期間の国民年金保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続時期について、「昭和 45 年

11 月に婚姻した翌年の正月に、夫から年金の重要性を説かれたので、46 年４

月ごろ私自身がＢ市Ｃ区役所に行き、国民年金の加入手続を行った。」と述べ

ているが、Ｂ市Ｃ区役所が開設されたのは、同市が区制を施行した昭和 47 年

４月１日であり、申立内容と一致しない。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された時期は、その周辺被保

険者の状況調査により、昭和 53 年５月ごろであると推認でき、そのころに国



民年金の加入手続が行われたものと考えられるが、その時点において、申立人

は任意加入被保険者であることから、申立期間の国民年金保険料を 遡
さかのぼ

って納

付することができない上、申立人に対し別の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れている形跡も見当たらない。 

   さらに、申立人が述べている昭和 50 年以降の国民年金保険料月額について

は、当時の保険料額と約３倍程度相違している。 

   加えて、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無い上、ほかに申立期間の国民年金保険料が納

付されたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 1562 

 

第１ 委員会の結論                              

申立人の昭和 38年 12 月から 43年 11月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女        

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和 38年 12月から 43年 11月まで   

父親が、私の国民年金の加入手続を行い、Ａ事業所（現在は、Ｂ事業所）

の父親名義の預金口座から口座振替又は同事業所職員の集金により、申立期

間の保険料を姉（次女及び三女）の分と一緒に定期的に納付していたはずで

ある。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることは納得できない。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録により、ⅰ）申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付

を行ったとされる申立人の父親自身は、国民年金制度施行当初の昭和 36 年４

月から国民年金に任意加入し、申立期間の保険料を納付していること、ⅱ）申

立人の父親が国民年金の加入手続を行い、保険料の納付も行っていたとされる

申立人の二人の姉（次女及び三女）は、35 年 10月に国民年金手帳記号番号が

連番で払い出されており、申立期間のうち、申立人と同居していたとされる期

間（次女は 39年５月、三女は 40年 11月にそれぞれ婚姻するまでの期間）の

保険料を納付していることが確認できる。 

しかしながら、申立期間当時、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出され

た形跡は無く、二人の姉（次女及び三女）はいずれも、「父親から妹（申立人）

の国民年金の加入手続及び保険料の納付を行ったか聞いた記憶が無い。」とし

ている上、国民年金手帳について、「婚姻後、自分の国民年金保険料を納付し

ていた父親から受け取り、現在も所持している。」としているが、申立人は、

「申立期間当時、見たことも無く、婚姻後も父親から受け取っていない。」と

述べていることから、申立人の父親が申立人の国民年金の加入手続及び保険料

の納付を行わなかった可能性を否定できない。 



また、申立人自身は、申立期間の国民年金の加入手続及び保険料の納付に関

与していない上、申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付を行ったとさ

れる申立人の父親は既に死亡しているため、申立期間当時の状況を確認できな

い。 

さらに、申立期間は 60 か月と長期間であり、申立人の父親が申立人の国民

年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無

く、ほかに保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 1563 

 

第１ 委員会の結論                              

   申立人の昭和 62年 11月から平成３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。   

   

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和 62年 11月から平成３年３月まで 

    私は、申立期間当時大学生であったが、私の父親が私の国民年金への加入

手続及び保険料納付を行ってくれていたことを、私が大学を卒業する平成３

年３月ごろに父親から電話で聞いたことを記憶している。 

私の父親は、Ａ町職員を経て当時Ａ町Ｂ職に就いていたことから、国民年

金制度についてよく理解していたはずであり、実際に私の祖母の国民年金に

ついても、祖母が 60歳を過ぎてから制度発足時の昭和 36年４月まで遡っ
さかのぼ

て

加入させ、その祖母が 60 歳に到達するまでの期間について国民年金保険料

を納付した事実があることから、一人息子である私の国民年金について何も

しなかったとは考え難い。 

また、Ａ町Ｃ局とＡ町役場は同一敷地内にあり、私の父親は、各種金融機

関よりもＡ町役場Ｄ課で私の国民年金保険料を現金払いしていたはずであ

る。 

申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得で

きない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時は大学生であり、申立人の父親が国民年金への加入

手続及び国民年金保険料の納付を行ってくれていたはずであると主張してい

るが、申立人の父親は既に死亡しており、申立期間当時の加入手続及び保険料

の納付状況を確認できない。 

また、申立人は申立期間当初、Ｅ市で住民登録されていることから、申立人

の父親が居住するＡ町で申立人の国民年金への加入手続を行うことはできな

い。 



さらに、Ｅ市は、当時の国民年金保険料の収納について、「当市内に本支店

のある金融機関で行っていたが、郵便局では取り扱っておらず、また、他市町

村への収納依頼も行っていなかったので、Ａ町において、当市の納付書での現

金納付はできなかったと思われる。」と回答している。 

加えて、申立人が所持する年金手帳及びオンライン記録によると、申立人が

初めて国民年金に加入したのは平成 12年 11月であり、それ以前に国民年金に

加入した形跡は無く、申立期間に係る国民年金手帳記号番号が払い出されてい

たことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人の父親が申立人の申立期間の国民年金保険料を納付したことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い上、申立人は、自身の国民年金

への加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、ほかに申立期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 1564 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54年５月から 57年４月までの期間及び 58年６月から 60年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 54年５月から 57年４月まで 

         ② 昭和 58年６月から 60年３月まで 

    私は、昭和 53年１月に会社を退職して健康保険証が使えなくなったので、

すぐにＡ市Ｂ区役所で国民健康保険への加入手続を行ったところ、職員から

国民年金も併せて加入しなければならないと説明されたため、国民健康保険

と国民年金の両方の加入手続を行い、この後は、申立期間を含めて両方に加

入して保険料を納付していた記憶がある。 

昭和 53 年１月以降、国民年金と厚生年金保険の保険料を交互に納付して

いたこともあって、それぞれの加入時期や手続等についてはよく覚えていな

いが、健康保険証が使えないと妻子が困るので、お金が無くても国民健康保

険料及び国民年金保険料は必ず併せて納付していたはずであり、申立期間の

国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、会社退職後の昭和 54 年５月に厚生年金

保険から国民年金への切替手続の記憶が曖昧
あいまい

であり、当時の状況が不明であ

る。 

    また、申立人が所持する年金手帳には、初めて国民年金の被保険者となっ

た日が昭和 53年１月 14日、被保険者資格喪失日が同年６月 12 日と記載さ

れているが、当該記録は、オンライン記録と一致している上、Ａ市の昭和

53 年度（昭和 53 年６月以降）から 57 年度までの国民年金被保険者名簿に

申立人の記録が無いことから、申立期間①は国民年金の未加入期間であった



ものと推認でき、未加入期間は保険料を納付することができない期間である。 

  ２ 申立期間②について、申立人は、昭和 58 年６月の会社退職後、国民年金

と国民健康保険の加入手続を同時に行ったとしているが、申立人が所持する

年金手帳には、国民年金の被保険者となった日が 59 年２月１日と記載され

ているほか、健康保険の被保険者原票によると、申立人は、会社退職後の２

年間は健康保険の任意継続被保険者となっており、Ａ市の国民健康保険加入

記録では、申立人が国民健康保険に加入したのは 60 年６月１日であること

が確認でき、申立人の主張とは一致しない。これらのことから、申立人は、

申立人の妻が国民年金に加入した同年６月ごろに加入手続し、国民年金の被

保険者資格を 59 年２月までさかのぼって取得したものと推認できるが、申

立人及びその妻は、加入手続した記憶が無いとしている。 

    また、国民年金保険料の納付方法について、申立人は、昭和 54年 12月の

婚姻後は申立人の妻に納付を任せていたとしているが、その妻は、夫婦別々

に納付していたとするなど、当時の状況が不明である。 

    さらに、申立期間②のうち、国民年金に再加入した昭和 59年２月から 60

年３月までの期間は、申立人及び申立人の妻の保険料は未納となっている。

オンライン記録により、申立人は 60年７月８日に、申立人の妻は 60年８月

５日に、それぞれ社会保険事務所（当時）が納付書を作成した記録が確認で

きることから、当時、夫婦共に申立期間の保険料に未納があったものと推認

できるが、申立人及びその妻は、さかのぼって保険料を納付した記憶は無い

としている。 

  ３ 申立期間は合わせて 58 か月と長期間である上、申立人が申立期間の国民

年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が

無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

  ４ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



北海道国民年金 事案 1565 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成３年４月から７年３月までの国民年金保険料については、免除

されていたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年４月から７年３月まで 

私は、申立期間当時は学生であり、国民年金保険料の納付を免除してもら

うためＡ市Ｂ区役所に行き、Ｃ課の窓口で免除申請した。申請は口頭で行い、

学生証の提示や書類の記載は求められなかったが、これで手続は終わったも

のと思っており、その後も市役所から何も指示が無く、免除の更新手続の通

知も無かった。 

また、平成７年３月にＡ市からＤ市へ転居する時には、Ａ市Ｂ区役所のＣ

課で申請免除の解除手続をしようとしたが、担当者から転入先のＤ市で手続

するよう指示された。 

私は、自分で行った手続に落ち度は無いと思っているので、申立期間の保

険料が免除されていないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   申立人は、口頭で国民年金保険料の学生免除を申請したとしているが、申立

期間当時、申立人が居住していたＡ市の学生免除手続は、免除申請書類に必要

事項を記載の上、学生証の写し、国民年金手帳及び本人又は親元世帯の所得が

分かる証明書を添付して申請する必要があり、口頭による免除申請は受け付け

ていないことから、申立人の主張とは一致しない。 

また、申立期間について、申立人は国民年金の加入手続をした記憶が無いと

しており、Ａ市の国民年金被保険者名簿に申立人の記録が無いこと、さらに、

社会保険事務所（当時）においても、国民年金手帳記号番号が払い出された記

録が無い上、同手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見

当たらないことから、申立期間当時、申立人は国民年金に未加入であったもの

と推認でき、未加入期間は申請免除を受けることができない。 



加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたことを示す関

連資料（免除申請書の本人控等）が無く、当該期間の保険料が免除されていた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認めること

はできない。 



北海道厚生年金 事案 2005 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び③について、厚生年金保険被保険者として、その

主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主より給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

また、申立人は、申立期間②について、厚生年金保険被保険者として厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 61年 10月１日から 62年２月１日まで 

         ② 昭和 62年２月 28日から同年３月１日まで 

         ③ 昭和 62年３月 16日から同年９月１日まで 

申立期間①については、Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた期間であり、

厚生年金保険の標準報酬月額が 22 万円となっているが、当時の給与額は約

24万円であったので、適切な標準報酬月額に訂正してほしい。 

申立期間②については、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日が昭

和 62年２月 28日となっているが、同社には同年２月 28日まで在籍してい

たので、厚生年金保険被保険者資格喪失日を同年３月１日とし、申立期間②

を厚生年金保険被保険者として認めてほしい。 

申立期間③については、Ｃ社に勤務していた期間であり、厚生年金保険の

標準報酬月額が 19万円となっているが、当時の給与額は約 26万円であった

ので、適切な標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ社から提出された健康保険厚生年金保険被保険者

資格喪失確認通知書には、資格喪失時(昭和 62年２月)の標準報酬月額は 22

万円であることが確認でき、また、昭和 62 年分給与所得の源泉徴収票に記

載されている社会保険料から、61 年 12 月及び 62 年１月の厚生年金保険料

控除額は、標準報酬月額の 22 万円に見合った保険料であることが確認でき

る。 



  また、当時の同僚で現職の人事担当者は、「被保険者報酬月額算定基礎届

は時間外手当も含めて報酬月額を届け出るので、残業時間の多少により標準

報酬月額が１等級上下することはよくあることである。」と供述しているほ

か、申立期間①について、オンライン記録により、当該事業所において申立

期間に厚生年金保険被保険者であった同僚 13人の、昭和 57年４月１日の厚

生年金保険被保険者資格取得時から平成元年 10 月の標準報酬月額の定時決

定までの期間における標準報酬月額の推移は、申立人と同様に、13 人全員

が標準報酬月額の等級が申立期間①及びその前後において上下しているこ

とが確認できることから、申立人の標準報酬月額の推移が不自然であるとま

では言えない。 

さらに、当該事業所は「当時の賃金台帳等の資料を保存しておらず、申立

人の標準報酬月額及び厚生年金保険料控除額について確認することはでき

ない。」と回答している。 

加えて、申立人の当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の

標準報酬月額の推移は、オンライン記録と合致しており、同名簿に不自然な

記録の訂正等の形跡は見られず、申立期間当時加入していたＡ社厚生年金基

金（当時）の標準報酬月額の推移とも一致している。 

その上、オンライン記録において、昭和 61 年 10 月の定時決定後、同年

12 月までの間に申立人の標準報酬月額の改定がなされた記録も確認できな

いことから、被保険者報酬月額算定基礎届により 61年 10月からの標準報酬

月額が 22万円と決定され、22万円に見合った厚生年金保険料が申立人の給

与から控除されていたものと考えることが自然である。 

このほか、申立人の申立期間①に係る給与支給額及び厚生年金保険料の控

除額を確認できる給与明細書等の資料も無い上、厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間①について、申立人が厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことを認めることはできない。 

２ 申立期間②について、同僚提出の給与支払明細書により、厚生年金保険料

は翌月控除であることが確認できるところ、ⅰ）Ａ社から提出された申立人

に係る「昭和 62 年分給与所得の源泉徴収票」の社会保険料には、同年２月

分厚生年金保険料が計上されていないこと、ⅱ）同年２月 27 日付けの「給

与精算明細書」では、雇用保険料のみ控除され、健康保険料及び厚生年金保

険料は控除されていないこと、ⅲ）健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失

確認通知書において資格喪失日が同年２月 28日と届けられていること、ⅳ）

申立人から提出されたＤ厚生年金基金連合会(現在は、Ｅ企業年金連合会)

が発行した申立人に係る「年金支給義務承継通知書」の厚生年金基金加入期



間は、厚生年金保険被保険者資格取得日である昭和 57 年４月１日から同資

格喪失日である 62 年２月 28 日まで、実期間が「58 か月」と記載されてお

り、同年２月は加入期間となっていないことから判断すると、当該事業所は、

同年２月 28 日を資格喪失日として届け出ており、同年２月の厚生年金保険

料を給与から控除していないことが確認できる。 

  また、当該事業所の当時の給与担当者は、「昭和 62年２月 28 日は土曜日

であったため、退職手続は同年同月 27 日に行った。厚生年金保険料は翌月

控除であるため、退職時に精算する給与から当月分の保険料を控除すること

となるが、同年同月 28 日厚生年金保険被保険者資格喪失の退職者は２月分

の厚生年金保険料を精算した給与から控除していない。」と回答していると

ころ、昭和 62年２月 28日に資格喪失している同僚のうち回答が得られた同

僚４人のうち１人は、「昭和 62年２月 28日は土曜日で休日であったため、

前日の同年２月 27 日に退職に関する説明と退職の手続をしたと記憶してい

る。」と供述している。 

    さらに、申立人に係る雇用保険の被保険者記録によると、申立人は当該事

業所において昭和 62年２月 27日に離職していることが確認でき、申立人の

当該事業所における厚生年金保険の被保険者資格の喪失日（離職の翌日）の

記録と一致する。 

 このほか、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

３ 申立期間③について、Ｃ社の代表取締役は、「申立人の入社時の給与は、

当時の初任給よりも少し高い給与額で決めたように記憶している。」と供述

しているところ、オンライン記録によると、昭和 61年から 62年にかけて当

該事業所で厚生年金保険被保険者資格を取得した26年から42年生まれの同

僚 17人の資格取得時の標準報酬月額は、新規取得者 12人が 12 万 6,000円

から 16万円、資格再取得者５人が 14万 2,000円から 17万円の範囲で決定

されており、それらと比較しても申立人の資格取得時の標準報酬月額は 19

万円と高い金額となっており、代表取締役の供述と符合している。 

  さらに、当該事業所は「申立人が勤務をしていたことは事実だが、当時の

書類は既に廃棄しており、申立人に係る標準報酬月額及び厚生年金保険料控

除に関しては不明である。」と回答している。 

  加えて、オンライン記録によると、当該事業所における申立人の年金記録

は、昭和 62年３月 16日厚生年金保険被保険者資格再取得、標準報酬月額は

19 万円と記録されていることが確認でき、これらの記録が遡及
そきゅう

訂正された

形跡は無く、社会保険事務所（当時）が行った処理に不自然さはみられない。 



その上、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も厚生年金保険料が控

除されていたことに関する具体的な記憶が無い。 

このほか、申立人の申立期間③に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間③について、申立人が厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2006 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年３月４日から同年６月１日まで 

前の会社に勤務していた時に、その集金先であったＡ社Ｂ営業所の所長

から転職の誘いを受け、社会保険加入等の条件に納得して前の会社を昭和

34年３月３日に退職し、翌日の４日に同社に入社し、同社Ｂ営業所で 37年

10 月６日まで勤務したが、申立期間の厚生年金保険加入期間が欠落してい

る。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ社に入社した経緯に関する供述から判断すると、期間の特定はで

きないものの、申立人が申立期間中に同社Ｂ営業所（厚生年金保険は本社で一

括して適用）に勤務していたことは推認できる。 

 しかしながら、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名

簿によると、Ａ社は昭和 39年 10月 30日に厚生年金保険の適用事業所に該当

しなくなっている上、当時の代表取締役及び上司である同社Ｂ営業所長は既に

死亡しており、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について供述を

得ることができない。    

   また、申立人は、同僚として５人の名前を挙げているが、うち３人は既に死

亡しており、他の同僚二人は、「申立人を記憶している。」と供述しているも

のの、両人の同社Ｂ営業所での勤務開始日は申立期間後であると供述しており、

申立人の申立期間における勤務状況や厚生年金保険料の控除について具体的

な供述を得ることができなかった。 

さらに、前述した二人の同僚を含む 18人の同僚に照会し、16人から回答が



得られたが、うち 11 人の同僚は、「当時、所属長の判断によって期間に相違

はあるが、男女に関わらず試用期間があったと記憶している。」と供述してい

る上、入社時期の供述が得られた同僚７人の厚生年金保険被保険者資格取得日

は、自身が記憶している入社時期から１か月から５か月後であることが確認で

きる。そのうちの５人は「厚生年金保険の被保険者資格を取得するまでの試用

期間については、厚生年金保険料を給与から控除された記憶は無い。」と供述

している。このことから、申立期間当時、当該事業所では、入社と同時に厚生

年金保険に加入させる取扱いを行っていなかったことがうかがわれる。 

加えて、申立人が申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も厚生年金保

険料が控除されていたことに関する具体的な記憶が無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2007 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31年４月１日から 32年４月１日まで 

             ② 昭和 32年４月１日から同年５月１日まで 

             ③ 昭和 32年９月 20日から 33年４月１日まで             

    申立期間①はＡ社に、申立期間②及び③はＢ社にそれぞれ勤務していたが、

厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

     間違いなく勤務していたので、申立期間①、②及び③について厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由   

  １ 申立期間①について、申立人から提出された申立期間当時の職場での写真

及び同僚の供述から判断すると、期間の特定はできないものの、申立人が

申立期間①中においてＡ社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、当該事業所は昭和 47年６月 11

日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっている上、当時の事業主

は既に死亡しており、他の役員についても所在が確認できないことから、

申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について供述を得ることが

できない。 

また、申立人は、申立期間①中の昭和 32 年２月ごろに当該事業所の工場

裏庭において同僚７人と一緒に写した写真を提出しているが、当該同僚全員

が死亡又は所在不明のため、申立人に関する厚生年金保険の適用状況及び保

険料の控除について供述を得ることができない上、オンライン記録によると、

当該７人のうち２人は、申立期間①において厚生年金保険の加入記録が確認

できない。 

さらに、当該事業所の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿（以下



「被保険者名簿」という。）により、申立期間①当時に厚生年金保険の被保

険者記録が確認できる同僚４人に照会し、３人から回答が得られたところ、

そのうちの一人は、「申立人と一緒に勤務したが、勤務期間については分か

らない。また、私自身は、厚生年金保険には入社してしばらくたってから加

入した。加入するまでの期間において、給与から厚生年金保険料が控除され

ていたか否かは分からない。」と供述しており、オンライン記録によると、

記憶している入社日（昭和 30年４月）から約２年を経過した昭和 32年２月

１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認できる。また、

当該同僚は、前述した写真に写っている厚生年金保険の加入記録が確認でき

ない同僚一人について「昭和 30 年７月ごろ入社した。」と供述していると

ころ、オンライン記録によると、その同僚は 32 年７月１日に厚生年金保険

の被保険者資格を取得していることが確認できる。 

これらのことから、申立期間①当時、当該事業所では、すべての従業員に

ついて採用と同時に厚生年金保険に加入させる取扱いは行っておらず、何ら

かの基準により従業員ごとに厚生年金保険の加入の判断を行っていたもの

と推測できる。 

加えて、当該事業所の被保険者名簿によると、申立期間①において申立人

が厚生年金保険の資格を取得した記録は確認できず、整理番号にも欠番が無

いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

２ 申立期間②及び③について、申立人の従事業務に関する申立内容及び複数

の同僚の供述から判断すると、期間は特定できないものの、申立人がＢ社

Ｃ支店（適用事業所は本社で一括適用）に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ｂ社は昭和 49 年１月 16 日に

厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、当時の事業主及び事

務担当者はいずれも死亡している上、商業登記簿謄本により、当該事業所

の清算人であることが確認できた者に照会したが、回答が得られないこと

から、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について供述を得る

ことができない。 

また、申立人は、申立期間②及び③当時の上司として二人の名前を挙げ

ているが、二人のうち一人は既に死亡しており、供述を得られた他の一人

は「申立人は当該事業所に勤務していたが、申立期間②及び③において勤

務していたかどうかは分からない。」としていることから、申立人の申立期

間②及び③における勤務実態及び厚生年金保険の適用状況に関する供述を

得ることができない。 

さらに、申立期間②については、申立人は、「試用期間中で、厚生年金保

険に加入していなかったかもしれない。」と供述しているが、被保険者名簿

により、申立期間②当時に厚生年金保険の被保険者記録が確認できる同僚８

人に照会し、３人から回答が得られたところ、当該同僚３人は「厚生年金保



険には入社してしばらくたってから加入した。この期間において、給与から

厚生年金保険料が控除されていたか否かは分からない。」と供述しており、

被保険者名簿によると、当該３人は入社から１か月以降に厚生年金保険に加

入していることが確認でき、当該事業所では、申立期間②当時は採用と同時

に厚生年金に加入させる取扱いをしていなかったことが推認できる。 

加えて、申立期間②及び③について、被保険者名簿を確認したが、不自然

な訂正個所等は認められない。   

３ すべての申立期間において、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も、

厚生年金保険料が控除されていたことに関する具体的な記憶が無い。 

    このほか、申立人のすべての申立期間に係る厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、すべての申立期間について厚生年金

保険料を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



北海道厚生年金 事案 2008 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等       

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

 

    ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年８月から 42年３月まで 

     申立期間については、「Ａ」という名称の事業所で、Ｂ職として勤務し

ていたので、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人が勤務していたとする「Ａ」という名称の事業所

は、オンライン記録によると、厚生年金保険の適用事業所としての記録が無い

上、当該事業所を管轄している法務局にも同事業所に係る法人登記は見当たら

ない。 

また、オンライン記録によると、当該事業所と類似する「Ｃ」という名称の

厚生年金保険適用事業所があることが確認できるが、当該事業所の健康保険厚

生年金保険被保険者名簿には申立人の記録は無い上、申立人も当該事業所に勤

務したことは無いと供述している。 

さらに、申立人が名前を挙げた事業主及び同僚の所在を特定することがで

きず、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況を確認することはでき

ない。 

加えて、申立人の当該事業所における雇用保険の加入記録も確認できない。 

その上、申立人が申立期間において厚生年金保険料が事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も同

保険料が給与から控除されていたことに関する具体的な記憶は無い。 

このほか、申立ての事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を、事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2009 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：           

 

    ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年５月１日から平成元年５月１日まで 

    Ａ社に勤務していた申立期間について、厚生年金保険の加入記録を確認

することができないが、間違いなく同社に勤務し、給与から厚生年金保険

料が控除されていたと思うので、厚生年金保険の被保険者であったことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

        申立人は、申立期間においてＡ社に勤務し、厚生年金保険の被保険者であっ

たと主張しているところ、複数の同僚の供述から判断すると、勤務期間は特定

できないものの、申立人が申立期間において、同社に勤務していたことは推認

できる。 

しかしながら、Ａ社に係る商業登記簿謄本によると、申立人は、申立期間以

前の昭和 58年６月 10 日に同社の取締役を辞任していることが確認できる上、

申立期間内の 61年 12 月 25日に、同社とは異なるＢ社の代表取締役に就任し

ていることが確認できることから、これらの記録と申立人の申立内容とは符合

しない。 

また、オンライン記録によると、Ａ社は、昭和 59年 11月１日に厚生年金保

険の適用事業所（xxxx yyy）に該当しなくなっており、63 年５月１日におい

て、再度同保険の適用事業所（xxxx zzz）に該当していることが確認できるこ

とから、申立期間のうち 60年５月１日から 63年４月 30日までの期間につい

ては、同社が、同保険の適用事業所に該当していなかったことが確認できる。 

さらに、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所に該当

しなくなった昭和 59年 11月１日に、８人の同僚が、同社に係る同保険の被保

険者資格を喪失しているところ、これら８人のうち４人は、同社が再度同保険



の適用事業所に該当した 63 年５月１日に、再度同保険の被保険者となってい

ることが確認できるが、このうち３人が、同社が同保険の適用事業所に該当し

なくなった 59年 11月１日から再度これに該当した日である 63年５月１日ま

での期間については、国民年金の保険料納付済期間となっていることが確認で

きる。 

加えて、オンライン記録により、Ａ社が、再度厚生年金保険の適用事業所に

該当した昭和 63 年５月１日に同保険の被保険者資格を取得していることが確

認できる同僚 11 人のうち、所在が特定できた８人に照会したところ、回答が

得られた４人のうち３人が、「同日以前から同社で勤務していた。」と供述して

いるものの、同日以前の期間については、国民年金の保険料納付済期間となっ

ていることが確認できる。 

その上、前述の同僚３人のうち、申立期間当時の社会保険事務及び給与計算

事務担当者であった一人は、「申立人は、同社で厚生年金保険には加入してい

なかったはずであり、申立人に対して、報酬を手渡しあるいは口座振込により

支払っていたことは無かったことから、報酬から厚生年金保険料を控除してい

たことは無かったはずである。また、他の職員についても、同様に、厚生年金

保険に加入していないにもかかわらず、給与から同保険料を控除していたこと

は無い。」と供述している。 

一方、申立人は、申立期間内の昭和 61年 12 月 25日に、Ａ社とは異なるＢ

社の代表取締役に就任していることが確認できるものの、オンライン記録によ

り、同社が厚生年金保険の適用事業所に該当したのは、申立人が同社において、

同保険の被保険者資格を取得した平成元年５月１日であることから、申立人が

申立期間において、同社で同保険の被保険者であったとも考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2010 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

住    所 ：  

 

    ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年４月から 51年５月ごろまで 

    昭和 49 年３月にＡ県の高校を卒業後、同年４月にＢ市のＣ社（現在は、

Ｄ社）に入社し、51 年５月ごろまで勤務した。雇用保険に加入しており、

勤務していたのは間違いないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の雇用保険被保険者記録から判断すると、申立人が申立期間において

Ｃ社に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ｃ社は、昭和 62年 12月１日に厚

生年金保険の適用事業所になっていることから、申立期間については、適用事

業所に該当していなかったことが確認できる上、申立期間当時の事業主に申立

人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について照会したところ、「申立人

は申立期間においてＣ社に勤務していたが、当時は個人事業所のため厚生年金

保険には未加入であり、厚生年金保険に加入する昭和 62年 12月１日までは、

厚生年金保険料を控除していなかった。」と供述している。 

また、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所に該当した当時、在籍していた同僚

４人のうち、３人から回答を得たが、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所

に該当するまでの期間、厚生年金保険料を給与から控除されていたことをうか

がわせる供述は得られなかった。 

さらに、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事

実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も、厚生年金保険料が給与

から控除されていたことに関する具体的な記憶は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で



きる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2011 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年４月１日から 36年４月１日まで 

昭和 33年４月１日から 37年３月 28日までＡ職助手を経てＡ職としてＢ

社Ｃ支店で勤務した。しかしながら、年金記録では、申立期間の記録が抜け

ている。給与明細書等の書類は無いが、申立期間を厚生年金保険の被保険者

として認めてほしい。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の供述から判断すると、期間を特定することはできないものの、

申立人がＢ社Ｃ支店に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ｂ社Ｃ支店は平成 10 年５月１日

に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっていることから、当該事業所を

承継した同社Ｄ支店に照会したところ、「申立期間当時の資料を保存していな

いため、申立人が勤務していたか否かについて不明であるが、申立期間当時の

厚生年金保険の適用については、雇用形態により適用しない場合もあったと考

えられる。」と回答しており、申立人の雇用形態及び厚生年金保険の適用状況

について確認できなかった。 

また、申立人から名前が挙がった同僚二人、及びオンライン記録により当該

事業所において厚生年金保険被保険者記録が確認できる14人の合計16人に照

会し９人から回答があり、その中で自身の勤務期間について供述があった７人

全員が、ⅰ）自身が記憶する入社時期から、２年から最大で８年後に同保険の

被保険者資格を取得したことが確認できること、ⅱ）このうち４人は、いずれ

も「正社員になったころから厚生年金保険に加入した。」と供述していること、

ⅲ）これらの者から、申立人が同保険に加入する前の期間において、給与から

同保険料を控除されていたことをうかがわせる供述は得られなかったことを



踏まえると、当時、当該事業所では、採用後一定期間をおいて厚生年金保険の

被保険者資格を取得した旨の届出を行う取扱いがあったものと考えられる。 

さらに、Ｂ社Ｄ支店が保管していた健康保険厚生年金保険被保険者資格取得

届及び資格喪失確認通知書により、申立人が昭和 36 年４月１日に厚生年金保

険の被保険者資格を取得し、37 年５月２日に同資格を喪失していることが確

認できる上、この記録は健康保険厚生年金保険被保険者名簿及びオンライン記

録と一致していることが確認できる。 

加えて、申立期間について、厚生年金保険料が事業主により給与から控除さ

れていたことを確認できる給与明細書等の関連資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について、確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2012 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

 

    ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年 11月から 35年４月まで 

    Ａ社に勤務していた昭和 29年 11月から 35年４月までの厚生年金保険の

標準報酬月額とそれに基づく控除額が、自分が記憶している当該事業所から

実際にもらった給与額及び控除額より低いので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、Ａ社は、昭和 53年１月 18日に厚生年金保険の適

用事業所に該当しなくなっており、当時の事業主も既に死亡していることから、

申立期間に係る申立人の給与額及び保険料控除について確認することはでき

ない。 

しかし、申立期間当時の同僚８人に対して、申立人に係る勤務実態及び厚生

年金保険の適用状況について照会したところ、回答のあったうち一人は、当時

の事業主の長男であり、当該事業所の役員でもあったことから、健康保険厚生

年金保険被保険者報酬月額算定基礎届及び月額変更届（以下「基礎届等」とい

う。）を保管しており、提出された基礎届等によると、申立人の申立期間に係

る標準報酬月額は、昭和 30 年 10 月は 6,000 円、31 年 10 月は 7,000 円、32

年 10月は 8,000円、33年８月及び 34年 10月は１万円であることが確認でき

るところ、この金額は健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者名

簿」という。）の標準報酬月額の記録と一致している。 

また、申立期間当時、申立人と同職種であった複数の同僚の標準報酬月額は、

申立人と同額又はほぼ同額であることが確認でき、申立人の標準報酬月額のみ

が同僚の取扱いと異なり、低額であるという事情は見当たらない。 

さらに、申立人が名前を挙げた当時の同僚は、「申立期間の私の給与は 7,000



円か 8,000円と記憶している。申立人は私より年下であったので、私より給与

が高いことは無い。」と供述しているほか、申立人及び同僚の被保険者名簿を

見ても標準報酬月額の記録が訂正された形跡は認められない。 

このほか、申立ての事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間についてその主張する標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認

めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2013 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 49年２月１日から同年６月 21日まで 

             ② 昭和 51年１月 21日から同年６月 21日まで 

昭和 43年６月 20日にＡ社に入社し、51年６月 20日に退職するまで継続

して勤務していた。しかし、申立期間①及び②について、厚生年金保険に未

加入となっている。両申立期間について、厚生年金保険の被保険者であった

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ Ａ社は、オンライン記録により、昭和 51年３月 31日に厚生年金保険の適

用事業所に該当しなくなっていることが確認できる上、商業登記簿謄本に

より、59年 12月２日に解散していることが確認でき、同謄本に記載されて

いる当時の事業主に照会したが、既に死亡しているため、申立人の申立期

間①及び②当時の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況を確認することが

できない。 

また、申立人は、両申立期間当時における厚生年金保険事務担当者の名前

を挙げているが、当該事務担当者については、連絡先が判明しないため、申

立人に係る厚生年金保険の適用状況を確認することができない。 

さらに、申立人が両申立期間において一緒に勤務していたとして名前を挙

げた３人の同僚は、いずれも申立人のことを記憶しているが、「申立人の勤

務期間については分からない。」としており、その勤務実態等に関する供述

が得られない。 

２ 申立期間①について、申立人のＡ社における雇用保険の被保険者記録によ

り、昭和 49年１月 31日に離職し、同年６月 21日に被保険者資格を再び取

得していることが確認でき、これは、オンライン記録及び健康保険厚生年



金保険被保険者原票の厚生年金保険被保険者資格喪失日（離職日の翌日）

及び同被保険者資格取得日の記録と一致している。 

３ 申立期間②について、上記１で記述のとおり、申立人の具体的な勤務実態

及び厚生年金保険加入の状況が確認できない上、当該事業所が、昭和 51年

３月31日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっていることが確認

できる。 

また、健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、申立人は、Ａ社の被

保険者資格を喪失した昭和51年１月21日に健康保険の任意継続被保険者と

なっていることが確認できる。 

さらに、オンライン記録によると、申立人は、昭和 51 年１月以降、国民

年金に加入し、申立期間②のうち 51 年４月及び同年５月は、国民年金保険

料を納付していることが確認できる。 

その上、上記１で申立人が名前を挙げた同僚３人のうちの１人は、「Ａ社

は昭和 51 年３月に倒産しているので、倒産後の会社で厚生年金保険に加入

していないのは当然のことと思う。」と供述している。 

加えて、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票において、両申

立期間前後に厚生年金保険の被保険者であったことが確認できる者のうち

連絡先が判明した５人に照会したところ、回答があった一人は、申立人を記

憶していたが、「申立人の勤務期間等については記憶が無い。また、私は昭

和 51 年１月に会社を辞めたが、これ以前から同社の経営状態が良くなかっ

たと思う。」と供述している。 

４ 申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を

確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の両申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2014 

            

第１ 委員会の結論                              

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等                              

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年９月 26日から 47年２月 26日まで 

    厚生年金保険の加入期間について確認したところ、申立期間より前の昭和

40 年３月から 43 年 12 月までの期間については脱退手当金を受給したが、

申立期間については、脱退手当金を受給していないにもかかわらず、47 年

12月 27日に支給済みとなっていた。申立期間について、厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

 申立人は、オンライン記録上、申立期間と合算して脱退手当金が支給された

こととなっている申立期間以前に勤務した期間については、脱退手当金を申立

期間以前に受給したと主張しているが、申立期間以前に脱退手当金の支給記録

は無いほか、脱退手当金を受給していたことをうかがわせる事情は無く、申立

期間も併せて受給したと考えるのが自然である。 

また、申立てに係る事業所の申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票に

おいて脱退手当金の支給を意味する「脱」表示が記載されているとともに、申

立期間とそれ以前の期間を基礎とした脱退手当金の支給額に計算上の誤りは

無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない上、申立人から聴取して

も、申立期間を含む脱退手当金を受給したことを疑わせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2015 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年 11月から 51年２月まで 

昭和 47年 11月から 51年２月までの期間、Ａ社(現在は、Ｂ社）に勤務し、

Ｃ作業を担当していたが、この期間の厚生年金保険の加入記録が無い。 

給与から厚生年金保険料が控除されていたので、申立期間について厚生年

金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 Ａ社における申立期間に係る雇用保険被保険者記録によると、申立人は、昭

和 49 年 11 月 18 日に被保険者資格を取得し、51 年３月 31 日に離職している

ことが確認できることから、申立期間のうち、当該期間は申立人が同社に勤務

していたことは認められる。 

 しかしながら、当該事業所に照会したところ、「当時の関係資料が残ってお

らず、確認できない。」との回答があり、申立人の申立期間当時の勤務実態及

び厚生年金保険の適用状況について確認することができない。 

 また、事業主の妻（監査役）に照会したところ、「申立人については、当社

の事務所が昭和 49 年春に移転した後に採用した記憶がある。また、申立人に

ついては、雇用保険に加入させていたが、厚生年金保険に加入させていた記憶

は無い。｣と供述している。 

 さらに、申立人が名前を挙げた同僚で連絡先が判明した７人に照会したとこ

ろ、申立人を知っていると回答があったのは３人で、このうち２人は「申立人

と一緒に勤務していたが、申立人の勤務期間や厚生年金保険の加入状況は分か

らない。」と供述しており、申立期間当時、社会保険等の事務を担当していた

とする者は、｢申立人が採用されたのは昭和 47年ではなく、49年 11月である。

会社の事務所を昭和 49 年春に移転し、同年秋に申立人の採用面接をしたこと



を覚えているので間違いない。また、当時厚生年金保険には正社員などを加入

させていた。作業員などは厚生年金保険に加入させず、日雇健康保険及び雇用

保険に加入させており、申立人も同様であったと記憶している。給与から雇用

保険と日雇健康保険の保険料は控除していたが、厚生年金保険料を控除してい

た記憶は無い。｣と供述している。 

 加えて、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票を確認したが、申

立人の名前は記載されておらず、健康保険の整理番号にも欠番は見られないこ

とから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

 その上、申立人が申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

 このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2016          

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 大正 15年生 

住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 19年 10月１日から 21年８月 21日まで 

厚生年金保険の加入期間について確認したところ、申立期間について、脱

退手当金を支給済みとなっている。しかし、申立期間については、厚生年金

保険に加入していたという記憶も無く、脱退手当金の制度も社会保険事務所

（当時）の所在地も知らなかった。脱退手当金を請求したことも無いし、受

け取った記憶も無いのに受け取ったと記録されているのは納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金の支給額は、計算上の誤りは無く、申立期間に係る

厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２か月後の昭和 21年 10月 21日に支

給決定されているほか、厚生年金保険被保険者台帳にも脱退手当金が支給さ

れたことが記載されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は、申立期間後に別の事業所で厚生年金保険被保険者資格を取

得しているが、その厚生年金保険被保険者記号番号は、申立期間のものとは別

の番号が新たに付番されていることが確認でき、脱退手当金を受給したために、

記号番号が異なっているものと考えるのが自然である。 

さらに、申立人から聴取しても脱退手当金を受給した記憶が無いというほか

に脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2017 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 30年４月ごろから同年 11月ごろまで 

② 昭和 31年４月ごろから同年 11月ごろまで 

③ 昭和 32年４月ごろから同年 11月ごろまで 

申立期間については、Ａ社に期間雇用として勤務していたので、厚生年金

保険料控除の事実を確認できる資料等は無いが、厚生年金保険の被保険者と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及び複数の同僚の供述から判断すると、申立人がすべての申立期間に

おいて、Ａ社に期間雇用として勤務していたことは認められる。 

しかしながら、当該事業所は、平成 21 年４月１日に厚生年金保険の適用事

業所に該当しなくなっている上、商業登記簿謄本の記録により同年８月６日に

解散していることが確認できるため、当該事業所の代表清算人に照会したとこ

ろ、「会社関係者に確認したが、申立期間当時の関係資料は何も残っておらず、

申立期間における申立人の勤務実態や厚生年金保険の適用状況については不

明である。」と回答している。 

また、申立人が当該事業所で期間雇用として一緒に勤務していたとする同僚

一人も、オンライン記録によると、当該事業所における厚生年金保険の被保険

者記録は無く、当該同僚に照会したところ、「昭和 30 年６月ごろから同年 12

月ごろまで期間雇用として申立人と一緒に勤務していた。私も当該勤務期間に

ついて厚生年金保険の加入記録は無いが、当時の厚生年金保険の加入の取扱い

については分からない。」と述べている。 

さらに、前述の同僚のほか申立人は姓のみを記憶している同僚 10 人を挙げ

ているため、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認したとこ



ろ、申立期間において、申立人が挙げた姓と同姓で当時の年齢がほぼ一致する

者が６人確認でき、このうち所在が確認できた５人に照会したところ、回答が

あった４人のうち３人は共に、「正社員として勤務し、入社時から厚生年金保

険に加入していたが、期間雇用の厚生年金保険の加入状況については分からな

い。」と述べている上、他の一人は、「昭和 32年５月から正社員として勤務し、

入社時から厚生年金保険に加入していた。入社当時に申立人は期間雇用として

勤務していた記憶はあるが、当時、期間雇用は厚生年金保険には加入していな

かったはずである。」と述べており、申立人のすべての申立期間に係る厚生年

金保険の適用状況について確認できる供述を得ることはできない。 

一方、オンライン記録により、申立期間に当該事業所において厚生年金保険

の被保険者記録が確認できる者８人に照会したところ、回答があった４人のう

ち２人は共に、「昭和 30 年に臨時雇用として採用されたので、入社当時は厚

生年金保険には加入しておらず、給与から保険料は控除されていなかった。厚

生年金保険には常用雇用となった 31 年から加入することになった。」と述べ

ている。また、他の一人は、「昭和 30 年１月から同年６月まで期間雇用とし

て勤務し、31 年２月からは正社員として勤務していた。厚生年金保険には正

社員になったと同時に加入したが、期間雇用として勤務していた期間は厚生年

金保険には加入しておらず、給与から保険料は控除されていなかった。」と述

べている上、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録によると、

当該同僚は、昭和31年２月10日に厚生年金保険被保険者資格を取得しており、

期間雇用として勤務していた期間の厚生年金保険被保険者記録は確認できな

いことから、すべての申立期間当時、当該事業所では、期間雇用を厚生年金保

険に加入させていなかった状況がうかがえる。 

加えて、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人がす

べての申立期間において、厚生年金保険の被保険者資格を取得した記録は無く、

一方、同名簿において健康保険の整理番号に欠番も無いことから、申立人の記

録が欠落したものとは考え難い。 

その上、すべての申立期間について、申立人が厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立

人も、厚生年金保険料が給与から控除されていたことに関する具体的な記憶が

無い。 

このほか、申立人のすべての申立期間における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者としてすべての申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



北海道厚生年金 事案 2018 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57年 12月 21日から 58年３月１日まで 

昭和 57年８月８日から 60年４月 30日までの期間、Ａ業務技術者として

Ｂ社に勤務していたが、申立期間の厚生年金保険の被保険者記録が無い。 

厚生年金保険料が控除されていたことを確認できる資料は無いが、申立期

間は継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、Ｂ社は、昭和 62 年６月 21 日に厚生年金保険の

適用事業所に該当しなくなっており、当時の事業主も既に死亡しているため、

申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について確認することができ

ない。 

また、健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被保険者原票」という。）

により、申立期間当時、当該事業所において継続して厚生年金保険に加入して

いることが確認できる 10 人のうち、オンライン記録により生存及び所在が確

認された６人に照会したところ、回答があった３人は、「申立人はＡ部に所属

し、申立期間も継続して勤務していた。」と述べているものの、被保険者原票

には、申立人が昭和 57年 12月 21日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失後、

健康保険被保険者証を返納し、健康保険の任意継続被保険者の資格を取得した

ことが記載されている。 

さらに、雇用保険の被保険者記録によると、申立人が当該事業所において昭

和 57 年８月９日に短期雇用特例被保険者として被保険者資格を取得し、同年

12月 20日の離職後に特例一時金を受給し、58年３月１日に一般被保険者とし

て再度資格を取得していることが確認でき、被保険者原票で確認できる資格喪



失日（離職日の翌日）及び再度の資格取得日の記録と合致している。 

加えて、被保険者原票及びオンライン記録により、申立期間当時、申立人と

同様に昭和 57年 12 月 21日に厚生年金保険被保険者資格を喪失後、健康保険

の任意継続被保険者の資格を取得している者が 10人（申立人を含まず。）確認

できるところ、オンライン記録により生存及び所在が確認された６人に照会し

回答が得られた４人のうち３人は、「私は、Ｃ業のＤ職等の仕事をしており、

冬期間は勤務していなかった。」と述べており、そのうちの二人は、「毎年冬期

間は健康保険の任意継続被保険者になっていた。」と述べている上、社会保険

事務を担当していたとする者は、「Ｄ職等の期間雇用の者は、勤務している時

は厚生年金保険に加入し、冬期間に勤務をしていない時は厚生年金保険には加

入しておらず、健康保険の任意継続の手続や雇用保険関係の手続も会社が行っ

ていた。Ａ業務技術者であり正社員である申立人が申立期間に健康保険の任意

継続をしていることや失業保険の給付を受けている理由は分からない。」と述

べている。 

その上、申立人が、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2019 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年 10月１日から平成元年 12月１日まで 

    申立期間は、月額 22 万円ぐらいの給与であったと記憶しているが、年金

記録は低く記録されている。Ａ社に入社したのは、昭和 62年４月であるが、

会社が厚生年金保険の加入手続を数か月後に行ったことにより、それまでの

保険料が会社負担となるため、申立期間の標準報酬月額を低く変更したと思

う。当時の保険料控除額を確認できる給与明細書等の資料は無いが、年金記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

商業登記簿謄本によると、Ａ社は、平成 16年２月 29日に解散していること

から、当時の代表取締役に照会したところ、｢申立人の給与額及び厚生年金保

険料控除額を確認できる当時の資料は残されていない。｣と述べていることか

ら、申立期間における申立人の標準報酬月額及び厚生年金保険料控除額を確認

することができない。 

また、申立期間当時、当該事業所の社会保険事務を受託していた社会保険労

務士事務所の担当者は、｢当該事業所に関しては、被保険者の資格取得時には

残業代も見込んで標準報酬月額を届け出ていた。また、給与台帳を必ず確認し

健康保険・厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届を届け出ており、健康保

険・厚生年金保険被保険者報酬月額変更届についても要件に合えば届け出てい

たが、当時の書類は残されていないため、申立人の給与額及び保険料控除額の

確認はできない。｣と述べている。 

さらに、申立期間当時、当該事業所において厚生年金保険被保険者であった



ことがオンライン記録により確認でき、所在が確認できた 13 人に照会し、回

答が得られた９人のうち３人（申立人が名前を挙げた同僚を含む。）は、｢申

立人とは同時期に入社し、厚生年金保険には数か月後に 遡
さかのぼ

って加入したが、

厚生年金保険料の控除については分からない。｣と述べており、厚生年金保険

の加入時期については申立人の主張を裏付ける供述を行っているものの、この

うち二人が所持する申立期間の一部の給与明細書等を確認したところ、厚生年

金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、それぞれ、オンライン記録と一致し

ており、申立人と同様に、厚生年金保険の加入手続が入社から数か月後に 遡
さかのぼ

って行われた者について、オンライン記録の標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料額より高い保険料の控除は行われていないものと判断できる。 

加えて、当該事業所において昭和 62 年７月１日に厚生年金保険の被保険者

資格を取得していることがオンライン記録により確認できる者が所持する同

年４月から 63 年４月までの給与明細書を確認したところ、ⅰ）厚生年金保険

料の控除は同年８月から開始されていること、ⅱ）厚生年金保険料控除額は、

オンライン記録の標準報酬月額と当時の保険料率により算出した保険料額と

一致するか低い額であること、ⅲ）標準報酬月額の変更は、給与額の変更に基

づき適切な時期に行われていることがオンライン記録の標準報酬月額の推移

により確認できる。 

以上のことから判断すると、当該事業所における社会保険事務所（当時）へ

の｢健康保険・厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届｣及び｢健康保険・厚

生年金保険被保険者報酬月額変更届｣等の届出は、従業員の給与額に基づき適

切に行われていたものと考えられ、前述の社会保険事務を受託していた社会保

険労務士事務所の担当者の供述とも一致しているとともに、厚生年金保険料の

控除についても、オンライン記録の標準報酬月額に基づく保険料額より高い保

険料の控除が行われていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

その上、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除された事実を確認できる給与明細書等の関連資料は無く、前

述の同僚及び他の同僚からもこれをうかがわせる供述は得られない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の事業主

による給与からの控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

期間について、申立人が厚生年金保険被保険者として、その主張する標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを

認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2020 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年４月１日から同年７月１日まで 

申立期間については、Ａ社に正社員として勤務していた。 

厚生年金保険料控除の事実を確認できる書類等は無いが、申立期間につい

て厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社の業務内容及び自身の仕事内容について詳細に記憶してお

り、申立人が名前を挙げた複数の同僚は、申立期間当時、当該事業所におい

て厚生年金保険の被保険者であったことがオンライン記録により確認できる

ことから判断すると、時期及び期間の特定はできないものの、申立人が当該

事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、当該事業所に照会したところ、「申立期間当時の資料が残っ

ていないことから、申立人が入社したかどうか確認できない。」と回答してい

る上、当時の事業主も既に死亡していることから、申立人の勤務状況及び厚

生年金保険料控除の事実について確認することができない。 

また、申立人及びその同僚の一人が当該事業所において事務を担当してい

たとする者に照会したが、「私は会計事務をしていたので、社会保険事務を担

当していた者については分からない。」と述べている。 

さらに、健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿により、申立期間当時、

当該事業所において厚生年金保険の被保険者であったことが確認できる複数

の者が、「実際の勤務期間と厚生年金保険の加入期間は違う。」と述べており、

このうちの一人は、「入社後すぐに社会保険に加入するということは無かっ

た。」と述べているところ、当該複数の同僚は、それぞれ、自身の記憶する入

社日から、３か月から１年８か月後に同保険の被保険者資格を取得しているこ



とが確認できる上、申立人が当該事業所で自分と同じ仕事をしていたとする者

の中にも当該事業所における同保険の加入記録が確認できない者が存在する

ことを踏まえると、申立期間当時、事業主は従業員ごとに判断し、厚生年金保

険の加入手続を行っていたものと考えられる。 

加えて、健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿には、申立人の名前は

記載されておらず、一方、同名簿の整理番号に欠番が見られないことから、申

立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

その上、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、確 

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2021 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正２年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  昭和９年４月１日から 27年９月１日まで 

昭和 17年１月の結婚以前からＡ商店に勤務していた。 

昭和 19年８月に戦争のため入隊し、23年８月に戦地から帰還した後、再

びＡ商店で30年11月１日までＢ職として勤務していた。当時の給与明細書、

厚生年金保険料の控除等を示す書類は残っていないが、厚生年金保険料は給

与から控除されていたと記憶しているので、申立期間について厚生年金保険

被保険者であったことを認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和９年４月１日から 17年５月 31日までの期間について

は、労働者年金保険法（昭和 17 年６月施行）に基づく労働者年金保険制度が

発足する以前の期間である。 

また、申立期間のうち、昭和 17年６月１日から 19年５月 31日までの期間

については、労働者年金保険法の適用期間であるものの、同法では、筋肉労働

者の男子工員のみが労働者年金保険の被保険者となるとされているところ、申

立人の妻が、「申立人は、当該事業所においてＣ職であった。」と述べているこ

とから判断すると、労働者年金保険の適用を受けない職種であった期間である

と認められる。 

さらに、申立期間のうち、昭和 19年６月１日から 27年８月 31日までの期

間については、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及びオン

ライン記録によると、当該事業所は厚生年金保険の適用事業所に該当していな

かった期間であることが確認できる。 



加えて、当該事業所に照会したところ、「前社長が平成 18年１月に死亡して

おり、労働者名簿等も保管されていないことから、昭和９年から 30 年当時の

資料が無く、申立人に関することは分からない。」と回答しており、申立人の

勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について確認することができない。 

その上、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及びオンライ

ン記録から、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所に該当した日（昭和 27

年９月１日）に厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認できる９

人のうち、所在を特定できた３人に照会したところ、回答があった二人は、「申

立人は、私が勤務していた期間には、Ｄ職として勤務していたが、厚生年金保

険の加入状況等は分からない。」と述べており、申立人の勤務期間及び厚生年

金保険の適用状況について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2022 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。  

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 29年６月１日から 32年４月１日まで 

申立期間はＡ省Ｂ局Ｃ事業所Ｄ支所に臨時職員として勤務し、Ｅ職に従

事していたが、社会保険事務所（当時）で確認したところ、当該事業所は政

府管掌健康保険のみの適用事業所であるため、厚生年金保険の加入記録は無

いとのことであった。国の機関である当該事業所が、当時、厚生年金保険の

適用を受けていなかったというのは社会保険事務所の作り話であり、社会保

険事務所から提供された当該事業所の台帳も、私が申し出てから作ったもの

である。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業所名簿によると、申立期間当時、社会保険の適用事業所としてのＡ省Ｂ

局Ｃ事業所は、昭和 29 年４月１日から政府管掌健康保険及び厚生年金保険の

両方の適用を受けたものと、同年５月１日に政府管掌健康保険のみの適用を受

け、43 年４月１日から厚生年金保険の適用を受けたものの二つが存在したこ

とが確認できるが、申立人の氏名は、後者の、申立期間においては政府管掌健

康保険のみの適用を受けていた事業所に係る健康保険厚生年金保険事業所別

被保険者名簿（以下「被保険者名簿」という。）だけに記載されていることが

確認できる。同被保険者名簿は、「健康保険の番号」欄に番号の記載がある一

方で、「厚生年金保険の記号番号」欄にはすべての被保険者について番号の記

載が無く、かつ、「昭和 30年４月 21日書替」の記載により、申立期間当時作

成されたものであることが確認できるため、申立人のＡ省Ｂ局Ｃ事業所での被

保険者記録は、政府管掌健康保険のみに係るものであると認められる。 



一方、Ａ省Ｆ局Ｇ事業所に照会したところ、当時の資料は廃棄済みであるた

め、当該事業所に係る厚生年金保険の適用状況について確認することはできな

かったが、Ａ省Ｆ局から提出されたＨ事業に従事する労務者に対する健康保険

法等の適用に係る関係通達によると、健康保険及び厚生年金保険の加入対象者

について、「労務者処遇規程による期間労務者で、共済組合に加入し得ない労

務者を加入の対象とする。」と規定されている一方で、「厚生年金保険について

は、労務者に対し、保険法の趣旨徹底を図り、その上で加入希望者がある場合

につき加入手続を取ること。」と規定された上、同規定の注書きにより、「強制

加入については健康保険、厚生年金保険同時に加入することになるが、任意包

括加入については随意である。」とされていることから、当時、Ａ省Ｂ局事業

所については、厚生年金保険が強制適用となるものと、同保険の適用を受ける

ために、勤務する作業員の２分の１以上の同意が必要である任意包括適用とな

るものがあったことがうかがわれ、前述のＡ省Ｂ局Ｃ事業所に係る政府管掌健

康保険及び厚生年金保険の適用状況を踏まえると、当時、Ａ省Ｂ局Ｃ事業所で

は、社会保険の適用を受けるに当たって、政府管掌健康保険及び厚生年金保険

の適用を同時に受けるものと、政府管掌健康保険のみ適用を受けるものの二つ

の適用事業所を設け、Ａ省Ｂ局事業所に勤務する作業員に係る社会保険の適用

については、配属先、業務内容、厚生年金保険加入に係る同意の有無等の区分

により、作業員ごとに、政府管掌健康保険及び厚生年金保険に同時に加入させ

る者と政府管掌健康保険にのみ加入させる者とに分けて判断していたものと

考えるのが妥当である。 

また、申立人は、Ａ省Ｂ局Ｃ事業所Ｄ支所で一緒に勤務していた同僚の氏名

を記憶していないことから、申立人に係る厚生年金保険の適用状況について確

認することができない。 

さらに、オンライン記録により、申立期間当時、申立人と同様にＡ省Ｂ局Ｃ

事業所で政府管掌健康保険のみの被保険者であったことが確認でき、生存及び

所在が確認された者８人に照会したところ、Ａ省Ｂ局Ｃ事業所Ｄ支所で勤務し

ていたと供述する者４人を含む７人から回答があり、このうち一人は、「申立

人とは、ほぼ同時期に同じＥ職として一緒に勤務していた。」と供述している

ものの、同人及び他の６人から、当該事業所において厚生年金保険料を給与か

ら控除されていたことをうかがわせる供述は得られなかった。 

加えて、オンライン記録により、申立期間当時、Ａ省Ｂ局Ｃ事業所で厚生年

金保険の被保険者であったことが確認でき、生存及び所在が確認された者５人

に照会したところ、回答があった４人は、いずれもＡ省Ｂ局Ｃ事業所Ｄ支所に

勤務していたと供述しているものの、このうち申立人を知っていると供述する

一人は、「当時、Ａ省Ｂ局Ｃ事業所Ｄ支所には二つのグループがあり、それぞ

れ事務所のようなものがあったが、私と申立人は異なるグループに所属してい

た。」と供述しているほか、他の３人はいずれも女性である上、供述があった



業務内容もＩ職又はＪ職であることから、これらの者は、いずれも申立人とは

立場が異なっていたものと考えられ、ほかに申立人が、Ａ省Ｂ局Ｃ事業所にお

いて厚生年金保険の適用を受けていたことをうかがわせる事情は見当たらな

い。 

その上、申立人は、「国の機関であるＡ省Ｂ局事業所は、当然、国が作った

制度である厚生年金保険、政府管掌健康保険及び雇用保険のすべての適用を受

けているはずであり、厚生年金保険だけ適用を受けていなかったというのは社

会保険事務所の作り話である。また、仮に厚生年金保険の適用を受けない者が

いたとしても、それは短期臨時職員であり、私は長期臨時職員であったので、

厚生年金保険の適用を受けていたはずである。」と強く主張するが、上述の関

係通達によると、当時のＡ省が、Ａ省Ｂ局事業所に勤務する作業員のすべてを

厚生年金保険に加入させていたものではなかったことは明らかであるほか、厚

生年金保険に加入させるか否かを短期臨時職員か長期臨時職員かで判断して

いたことをうかがわせる規定も無く、この一方で、Ａ省が、申立期間後に、Ａ

省Ｂ局事業所に勤務する作業員に係る厚生年金保険の強制適用又は任意包括

適用の範囲を具体的に定めた通達関係によれば、Ａ省Ｂ局事業所本所の作業員

及びその他の事業所等の事務関係作業員並びに事業関係の常用作業員以外は

任意包括適用となることが規定されており、短期であるか長期であるかにかか

わらず、臨時作業員は強制適用の対象とはならない取扱いであったことが確認

できる。 

なお、厚生年金保険の適用事業所であったＡ省Ｂ局Ｃ事業所の被保険者名簿

においては、上述のとおり申立人の氏名に該当は無く、一方、同名簿において

政府管掌健康保険の整理番号に欠番が見られないことから、申立人の記録が欠

落したものとは考え難い上、申立期間に係る厚生年金保険料が事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2023 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。  

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 58年秋ごろから 60年秋ごろまで 

申立期間はＡ市Ｂ区にあったＣ社に勤務し、Ｄ業務やＥ業務に従事して

いたが、厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ社の当時の事業主であった者（以下「事業主」という。）が保管する申立

人の出勤簿により、申立人が、昭和 58年 12月６日から 59年９月 29日まで当

該事業所に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、オンライン記録によれば、当該事業所が厚生年金保険の適用

事業所に該当していた形跡は無く、事業主に照会したところ、「Ｃ社は、厚生

年金保険の適用を受けていなかった。」と回答しており、当該事業所が同保険

の適用事業所に該当していたことを裏付ける供述は得られなかった上、同人も、

申立期間において厚生年金保険の被保険者であった形跡が無い。 

また、申立人が当該事業所で一緒に勤務していたとする同僚二人については、

申立人が姓しか記憶していないことから個人を特定することができないため、

当該事業所における厚生年金保険の適用状況について確認することができな

い。 

さらに、事業主が保管する申立人の昭和 58 年 12 月分から 59 年９月分まで

の給与支払明細書によれば、申立人が、当該期間において国民健康保険料及び

雇用保険料を給与から控除されていた一方で、厚生年金保険料については給与

から控除されていなかったことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき



る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2024 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。  

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 50年４月１日から同年７月１日まで 

Ａ学院を卒業後、昭和 50年４月１日にＢ社に新卒で採用され、52年３月

までＣ職として勤務していたが、申立期間について厚生年金保険の加入記録

が確認できない。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人がＢ社において一緒に勤務していたとする同僚のうち複数の者、及び

オンライン記録により、当該事業所において厚生年金保険の被保険者であった

ことが確認できる者が、いずれも、「申立人は、Ｄ職関係の専門学校を卒業し、

昭和 50年４月に新卒で採用された。」と供述していることから判断すると、申

立人が申立期間において当該事業所で勤務していたことは認められる。 

しかしながら、Ｂ社の当時の事業主に照会したところ、「申立人については

記憶が無く、当時の資料も保存していないが、当時は採用してから厚生年金保

険に加入させるまで様子を見ることがあったかもしれない。」と供述しており、

申立人の主張を裏付ける供述は得られなかった。 

また、申立人が当該事業所で一緒に勤務していたとする同僚４人のうち、生

存及び所在が確認された者３人に照会したところ、このうちＥ専門職であった

と供述する者は、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下

「被保険者原票」という。）によると、自身が記憶する採用時期から５か月後

に厚生年金保険の被保険者資格を取得したことが確認できるほか、Ｃ職であっ

たと供述する他の一人は、被保険者原票によると、自身が記憶する採用時期か

ら２か月後又は３か月後に厚生年金保険の被保険者資格を取得したことが確



認できる上、「採用されてすぐには厚生年金保険に加入しなかった。」と供述し

ている一方で、これらの者から、同保険の被保険者資格を取得する前の期間に

おいて給与から厚生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる供述は

得られなかった。 

さらに、当該同僚４人のうち、申立人が同期採用であったとする者一人につ

いては、生存及び所在が確認できないが、当該事業所に係る被保険者原票によ

ると、同人の厚生年金保険の被保険者資格取得日は、申立人と同日の昭和 50

年７月１日であることが確認できる。 

加えて、オンライン記録により、申立期間前後に当該事業所で厚生年金保険

の被保険者であったことが確認でき、生存及び所在が確認された者６人に照会

したところ、回答があった５人のうち４人は、当該事業所に係る被保険者原票

によると、自身が記憶する採用時期から１か月後又は２か月後に厚生年金保険

の被保険者資格を取得したことが確認できるほか、このうち３人は、「採用さ

れてすぐには厚生年金保険に加入しなかった。」と供述している一方で、当該

被保険者４人から、同保険の被保険者資格を取得する前の期間において給与か

ら厚生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる供述は得られない上、

このうち一人は、「昭和 51年７月にＢ社に採用され、厚生年金保険には同年９

月から加入したが、私が保管している当時の給与明細書によると、採用後２か

月目の同年８月にいったん社会保険料が給与から控除され、その後返還された

ことを示す記載が確認できることから、厚生年金保険に加入する前の期間にお

いては、同保険料は確かに給与から控除されていなかった。」と供述している

ことを踏まえると、当時、当該事業所では、採用後一定期間をおいて厚生年金

保険被保険者資格を取得した旨の届出を行う取扱いがあったものと考えるの

が妥当である。 

その上、雇用保険の被保険者記録においても、申立人の当該事業所における

加入記録は無い。 

なお、申立期間に係る厚生年金保険料が事業主により給与から控除されてい

た事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2025 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

   住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 31年４月ごろから 34年６月１日まで  

    昭和 30年４月にＡ社が運営するＢ高等学校（定時制）に入学し、31年４

月ごろから 34年５月 31日まで、Ａ社Ｃ工場でＤ業務等に従事していた。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の従事業務に関する申立内容、及びＢ高等学校の卒業生名簿において、

申立人と同級生であったことが確認できるＡ社Ｃ工場における複数の同僚の

供述から判断すると、時期の特定はできないものの、申立人が申立期間中にお

いて当該事業所で勤務していたことは認められる。 

   しかしながら、Ａ社本社は、「当社のＣ工場は、申立期間当時の年金加入者

名簿を保管しているが、同名簿には申立人の名前は記載されていない。また、

Ｂ高等学校は既に廃校となっており、申立人の勤務実態を確認できる資料は残

されていない。」と回答していることから、申立人の勤務実態及び厚生年金保

険の適用状況について確認できない。 

   また、申立人は、「Ｂ高等学校の生徒のほとんどが、当該事業所に勤務して

いた。」と供述しているが、Ｂ高等学校の卒業生名簿及び健康保険厚生年金保

険被保険者名簿によると、Ｂ高等学校の申立人の同級生 27人（申立人を除く。）

のうち、申立期間に厚生年金保険の被保険者記録が確認できる者は６人のみと

なっており、残り 21人は同保険の被保険者記録が確認できない。 

さらに、申立期間に当該事業所において厚生年金保険の被保険者記録が確認

できる上記の同級生６人のうち、連絡が取れた３人は、一人が「Ｂ高等学校に

入学と同時に当該事業所に正社員として採用され、Ｅ職として勤務した。」と

供述している上、残り二人は「当該事業所には、期間の定めのある常備臨時工



として採用され、仕事の内容はＦ業務を担当する事務職であった。」と供述し

ており、いずれも申立人とは勤務形態及び業務内容が異なっている。 

   加えて、申立人と同様に、申立期間に当該事業所において厚生年金保険の被

保険者記録が確認できない複数の同級生は、「Ｂ高等学校に在学中、学校を通

じて当該事業所に日々雇いの期間雇用として勤務したが、給与から厚生年金保

険料が控除されていた記憶は無く、厚生年金保険には加入していなかったと思

う。」と供述している。 

その上、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料が無く、申立人も、厚生

年金保険料が控除されていたことに関する具体的な記憶が無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2026 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等       

    氏    名  ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 14年生 

        住    所  ：  

     

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年１月 10日から同年 10月１日まで 

    Ａ社には、昭和 41年１月 10日に採用され、厚生年金保険にも採用と同時

に加入していたが、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。 

同社に勤務していた期間は、給与の手取額が変わった記憶が無く、厚生年

金保険料も給与から控除されていたと思うので、厚生年金保険の被保険者記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人が提出した昭和 41 年５月撮影と記載された社員旅行の写真（写し）

から判断すると、勤務期間は特定できないが、申立人が申立期間において、Ａ

社に勤務していたことは推認できる。  

しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社は昭和 54年 10月 21日に厚

生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、申立期間当時の事業主も所

在が不明であることから、申立人に係る厚生年金保険の適用状況について確認

することはできない。 

また、申立人が名前を挙げた同僚９人のうち、当該事業所に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿で名前が確認され所在の判明した５人と、オンライン

記録により、申立期間に当該事業所において厚生年金保険被保険者資格を取得

していることが確認できる 16 人の合計 21 人に照会したところ、10 人から回

答が得られたが、全員が「申立人のことは記憶に無い。」と供述し、いずれの

者からも、申立人が申立期間において厚生年金保険の被保険者であったことを

うかがわせる具体的な供述は得られず、そのうちの４人は「試用期間経過後に

厚生年金保険被保険者資格を取得した。」と供述している。 

さらに、前述の社員旅行の写真に写っている者で、申立人が名前を挙げてい



る同僚９人のうち２人は、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿に名前が確認できず、同名簿により名前の確認できた７人のうち２人は、写

真撮影時期より後に厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認で

きる。 

加えて、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、昭

和 40 年７月１日資格取得の整理番号＊番から申立人の名前が記載されている

41年 10月１日の＊番までの整理番号に欠番が無い。 

その上、申立期間について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も同保

険料が控除されていたことに関する具体的な記憶が無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2027 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等：  

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年９月１日から 30年８月 31日まで 

申立期間について、Ａ市のＢ社構内にあったＣ社及びＤ社に勤め、Ｅ事業

に従事していたが、厚生年金保険の加入記録が無いので調査してもらいた

い。なお、昭和 24年ごろから 30年ごろまでの間に、１回か２回年金手帳

をもらった記憶がある。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、同僚の供述から判断すると、申立期間においてＡ市のＢ社構内の

Ｃ社及びＤ社に勤務していたものと推認できる。 

しかしながら、申立人が勤務していたと申し立てているＣ社及びＤ社につい

ては、オンライン記録により確認したが、厚生年金保険の適用事業所としての

記録は無い上、当該事業所の所在地を管轄する法務局においても、商業登記が

確認できず、事業主等から申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況につ

いて確認することができない。 

また、申立人は、二人の同僚の名前を挙げているが、このうちの一人は所在

不明であるため、申立期間における申立人の厚生年金保険の適用状況について

確認することができず、他の一人は当該事業所について、「零細企業であり、

厚生年金保険の適用は無かったと思う。」と供述している。 

さらに、申立期間について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の関連資料は無く、申立人も

当該保険料が控除されていたことに関する具体的な記憶が無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


